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第１章 はじめに 

１ 計画策定の背景と目的 

本市では、急速に進行する人口減少の現状分析を行ったうえで、今後目指すべき人口の

将来推計を設定し、人口に関する認識を市民と共有しながら、まち・ひと・しごと創生に

重点的に取り組むため、平成 28 年１月に「歌志内市まち・ひと・しごと創生総合戦略」、

令和２年３月に「第２期歌志内市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、本市の創生

に向けた施策に取り組んできました。 

 

こうした中、国では、令和６年６月に「地方創生 10 年の取組と今後の推進方向」を取り

まとめ、「これまで続いてきた我が国の人口減少や東京圏への一極集中の流れを変えること

は容易ではなく、地方創生の取組についても望ましい成果が出るまでに時間を要するもの

がある。」と総括し、「そうした中にあっても、我が国全体で戦略的に挑戦するとともに、

人口減少下においても、一人ひとりが多様な幸せ（well-being）を実現する社会を目指すこ

とが重要である。」と示しています。 

国はその後、今後 10 年間を見据えた地方創生の方向性を提示する「地方創生 2.0 基本構

想」を令和７年６月 13 日に閣議決定し、10 年後に目指す姿は「若者や女性にも選ばれる

地方をつくる」として、「強い」経済と、「豊かな」生活環境を更に発展させ、その基盤の上

に、地域や人々の多様性が、国民の多様な幸せ、「新しい日本・楽しい日本」を創り出して

いくことが示されました。 

その後、「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推

進戦略～」が令和７年 12 月 23 日に閣議決定され、政府が講ずるべき施策が示されました。 

また、令和７年 11 月に日本成長戦略本部及び地域未来戦略本部を設置し、日本成長戦略

本部においては、「強い経済」を実現する総合経済対策が示されています。 

 

一方で、この間、令和５年に公表された国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」

という。）における本市の将来人口推計では、平成 30 年に公表された社人研推計から改善

されたものの、今後もこれまでの取り組みを基本に、長期的な視点に立って、切れ目なく

人口減少対策を進める必要があります。 

 

「第３期歌志内市総合戦略」は、これまでの取り組みの検証を行うとともに、改めて本

市の人口の現状分析を行ったうえで、今後目指すべき人口の将来推計を再設定し、国や北

海道の方針と整合を図りながら、本市の創生に向けて策定するものです。 

なお、本計画は、これまで「歌志内市まち・ひと・しごと創生総合戦略」としてきました

が、「第３期歌志内市総合戦略（以下「本計画」という。）」とします。 
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２ 計画の位置付け・対象期間 

本計画は、まち・ひと・しごと創生法に基づき、本市の創生に向けて、人口ビジョンを示

したうえで、人口減少・少子化への対応に関する分野別計画であり、「人口ビジョン」及び

「総合戦略」で構成します。 

また、本計画の総合戦略は、「歌志内市総合計画」の重点プロジェクトとして位置付けら

れ、より効果的で実効性のある計画推進のために、「歌志内市総合計画」の基本計画と計画

期間を合わせて、一体的に推進します。 

 

図１-1 総合戦略の位置付けと総合計画との相互関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口ビジョンの位置付け・対象期間 

人口ビジョンは、人口に関する市民の認識を共有するため、本市における人口の現状と

動向を分析するとともに、将来人口を推計し人口の将来展望を提示するものです。 

対象期間は、長期の見通しを立てるため、令和 42（2060）年までとします。 

 

（２）総合戦略の位置付け・対象期間 

総合戦略は、人口ビジョンで示す人口の将来展望の達成に向けて、まち・ひと・しごと

創生に関する目指すべき方向性と施策を示すものです。 

対象期間は、効果的な施策を集中的に実施していくという考え方に基づき、令和８年度

から令和 12 年度までの５年間とします。 
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第２章 人口ビジョン 

１ 人口動向分析 

本市の人口減少対策の検討に向けて、過去から現在、さらには将来に至る人口の推移を

多面的に分析します。 

 

（１）人口推移 

① 総人口推移と将来推計 

本市は、石炭産業とともに成長・発展し、1935（昭和 10）年以降人口が急増、1948（昭

和 23）年の常住人口調査における 46,171 人をピークに、1960（昭和 35）年までは３万人

台を維持していましたが、石炭から石油に移行したエネルギー革命の影響を受け、市内の

炭鉱は閉山が相次ぎ人口が流出しました。 

その後も新たな基盤となる基幹産業が創出されなかったこと、近年は少子高齢化に伴う

自然減少の拡大から、現在まで人口減少が続き、2020（令和 2）年は 2,989 人と、ピーク

時の９割減となっています。 

社人研の推計によると、人口減少はさらに進み、2050（令和 32）年には 1,000 人を下回

る 838 人になると推計されています。 
 

図２-1 総人口の推移・将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：2020（令和２）年まで国勢調査結果（総務省統計局）、2025（令和７）年以降社人研推計 
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近年、全国・道内においては、外

国人人口の増加がみられます。 

本市では、2020（令和２）年ま

で大きな変動はみられませんが、

近年では外国人労働者等の増加が

みられます。 
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② 年齢３区分人口の推移 

年齢３区分別では、人口減少に合わせて年少人口（０～14 歳）及び生産年齢人口（15～

64 歳）が減少しています。 

一方で、高齢者人口（65 歳以上）は、一貫して増加していましたが、2000（平成 12）年

を境に減少に転じています。 

年齢３区分ともに減少に転じた後も、高齢者人口に比べて年少人口及び生産年齢人口の

減少が進行していることから、少子高齢化は拡大を続け、2020（令和２）年には、高齢者

人口が 1,594 人に対して、生産年齢人口は 1,253 人と、高齢者人口が生産年齢人口を上回

り、高齢化率は 50％を超えました。 

社人研による推計では、2025（令和７）年に年少人口は 100 人を下回る見込みとなって

います。 

 

図 ２-3 年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  総人口 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上    総人口 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 
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1950 年 40,954      2020 年 2,989  142  1,253  1,594  
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1975 年 11,778  2,450  8,130  1,198   2045 年 1,072  31  337  704  

1980 年 10,178  1,750  7,094  1,334   2050 年 838  21  238  579  

1985 年 9,612  1,634  6,476  1,502             

資料：令和２年までは国勢調査結果（総務省統計局）、2025（令和７）年以降は社人研推計 
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③ 人口ピラミッドの変化 

人口の年齢階層の構造を視覚的に示す人口ピラミッドをみると、実数では、1980（昭和

55）年には変形した星型であった形状が 2000（平成 12）年にはつぼ型に移行し、2010（平

成 22）年以降はその形状が細く、2040 年には逆三角形となると予測されています。 
 

図 ２-4 人口ピラミッドの推移（変化） 
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［実 数］ ［割 合］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：各年国勢調査結果（総務省統計局）、日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）（国立社会

保障・人口問題研究所） 
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（２）人口動態 

① 自然動態人口・社会動態人口の推移 

1975（昭和 50）年から 2024（令和６）年までの本市における自然増減数及び社会増減

数の推移をみると、1985（昭和 60）年から 2024（令和６）年まで一貫して自然減・社会

減となっています。 

また、自然減少数よりも社会減少数の方が多く推移していましたが、近年では自然減少

数の方が上回っている状況です。 

本市に居住する外国人数は、少数であるものの社会増加がみられます。 

 

図 ２-5 自然増減数、社会増減数の推移（総数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態 

 

図 ２-6 自然増減数、社会増減数の推移（外国人） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態 
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下図をみると、1990（平成２）年頃までは、社会減少が主要因であったが、2000（平成

12）年頃から自然減少が増加し、現在まで大きな変動も無く推移しています。 

 

図 ２-7 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態 
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② 出生・死亡、転入・転出の推移 

次ページの出生数、死亡者数、転入者数、転出者数の推移では、1988（昭和 63）年以降、

出生数より死亡者数の方が上回っているとともに、出生数が減少しています。また、1980

～1990 年代は、転出者数が転入者数を大きく上回っていましたが、近年はその差が縮まっ

ています。 

本市に居住する外国人数は、2020（令和２）年まで転入者数、転出者数ともに一桁で推

移していましたが、2021（令和３）年以降は、10 人超で推移しています。 

 

図 ２-8 出生数、死亡者数、転入者数、転出者数の推移（総数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態 

 

図 ２-9 出生数、死亡者数、転入者数、転出者数の推移（外国人） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態 

  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

1
9
7
5
年

1
9
7
6
年

1
9
7
7
年

1
9
7
8
年

1
9
7
9
年

1
9
8
0
年

1
9
8
1
年

1
9
8
2
年

1
9
8
3
年

1
9
8
4
年

1
9
8
5
年

1
9
8
6
年

1
9
8
7
年

1
9
8
8
年

1
9
8
9
年

1
9
9
0
年

1
9
9
1
年

1
9
9
2
年

1
9
9
3
年

1
9
9
4
年

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

2
0
0
0
年

2
0
0
1
年

2
0
0
2
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

2
0
1
8
年

2
0
1
9
年

2
0
2
0
年

2
0
2
1
年

2
0
2
2
年

2
0
2
3
年

2
0
2
4
年

（単位：人）

出生数

死亡者数

転入者数

転出者数

0

10

20

30

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

（単位：人）

出生数
死亡者数
転入者数
転出者数



11 

表 ２-1 出生・死亡、転入・転出の推移 
               （単位；人） 

  総人口 
自然動態 社会動態 人口 

増減 

 
  総人口 

自然動態 社会動態 人口 

増減 出生 死亡 増減 転入 転出 増減  出生 死亡 増減 転入 転出 増減 

1975 年 11,778 92 118 ▲ 26 834 1,690 ▲ 856 ▲ 882  2000 年 6,178 27 83 ▲ 56 230 307 ▲ 77 ▲ 133 

1976 年 10,865 95 99 ▲ 4 852 1,168 ▲ 316 ▲ 320  2001 年 6,078 33 95 ▲ 62 201 281 ▲ 80 ▲ 142 

1977 年 10,741 102 86 16 813 959 ▲ 146 ▲ 130  2002 年 5,910 26 83 ▲ 57 205 279 ▲ 74 ▲ 131 

1978 年 10,597 96 99 ▲ 3 796 941 ▲ 145 ▲ 148  2003 年 5,799 35 107 ▲ 72 207 257 ▲ 50 ▲ 122 

1979 年 10,446 72 98 ▲ 26 696 818 ▲ 122 ▲ 148  2004 年 5,666 28 94 ▲ 66 134 234 ▲ 100 ▲ 166 

1980 年 10,178 80 107 ▲ 27 687 910 ▲ 223 ▲ 250  2005 年 5,499 23 108 ▲ 85 163 265 ▲ 102 ▲ 187 

1981 年 9,825 85 99 ▲ 14 740 1,095 ▲ 355 ▲ 369  2006 年 5,309 27 81 ▲ 54 134 277 ▲ 143 ▲ 197 

1982 年 9,973 93 111 ▲ 18 983 820 163 145  2007 年 5,100 24 77 ▲ 53 142 286 ▲ 144 ▲ 197 

1983 年 9,888 88 108 ▲ 20 767 835 ▲ 68 ▲ 88  2008 年 4,907 21 98 ▲ 77 110 213 ▲ 103 ▲ 180 

1984 年 9,840 104 101 3 586 636 ▲ 50 ▲ 47  2009 年 4,755 15 74 ▲ 59 93 195 ▲ 102 ▲ 161 

1985 年 9,612 83 94 ▲ 11 594 614 ▲ 20 ▲ 31  2010 年 4,579 18 89 ▲ 71 124 214 ▲ 90 ▲ 161 

1986 年 9,599 94 134 ▲ 40 440 607 ▲ 167 ▲ 207  2011 年 4,425 13 78 ▲ 65 94 194 ▲ 100 ▲ 165 

1987 年 9,342 71 107 ▲ 36 407 631 ▲ 224 ▲ 260  2012 年 4,259 12 84 ▲ 72 136 206 ▲ 70 ▲ 142 

1988 年 9,150 97 100 ▲ 3 414 601 ▲ 187 ▲ 190  2013 年 4,123 11 102 ▲ 91 120 171 ▲ 51 ▲ 142 

1989 年 9,036 45 86 ▲ 41 312 557 ▲ 245 ▲ 286  2014 年 4,033 5 87 ▲ 82 93 208 ▲ 115 ▲ 197 

1990 年 8,750 49 91 ▲ 42 294 590 ▲ 296 ▲ 338  2015 年 3,833 12 90 ▲ 78 70 155 ▲ 85 ▲ 163 

1991 年 8,420 57 80 ▲ 23 216 544 ▲ 328 ▲ 351  2016 年 3,664 9 82 ▲ 73 79 147 ▲ 68 ▲ 141 

1992 年 8,113 38 93 ▲ 55 279 448 ▲ 169 ▲ 224  2017 年 3,524 9 74 ▲ 65 88 139 ▲ 51 ▲ 116 

1993 年 7,836 41 80 ▲ 39 190 448 ▲ 258 ▲ 297  2018 年 3,408 6 87 ▲ 81 79 133 ▲ 54 ▲ 135 

1994 年 7,558 39 91 ▲ 52 249 403 ▲ 154 ▲ 206  2019 年 3,275 12 71 ▲ 59 74 160 ▲ 86 ▲ 145 

1995 年 7,347 26 97 ▲ 71 229 727 ▲ 498 ▲ 569  2020 年 3,130 6 67 ▲ 61 54 104 ▲ 50 ▲ 111 

1996 年 6,770 28 94 ▲ 66 275 517 ▲ 242 ▲ 308  2021 年 3,019 6 82 ▲ 76 96 123 ▲ 27 ▲ 103 

1997 年 6,606 27 92 ▲ 65 244 329 ▲ 85 ▲ 150  2022 年 2,916 4 91 ▲ 87 100 140 ▲ 40 ▲ 127 

1998 年 6,461 27 91 ▲ 64 210 309 ▲ 99 ▲ 163  2023 年 2,790 14 83 ▲ 69 102 153 ▲ 51 ▲ 120 

1999 年 6,282 27 99 ▲ 72 227 280 ▲ 53 ▲ 125  2024 年 2,668 8 68 ▲ 60 81 105 ▲ 24 ▲ 84 

資料：住民基本台帳人口動態 

 

③ 合計特殊出生率の推移 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率をみると、本市の合計特

殊出生率は、2022（令和４）年で 1.16 と全国の 1.26 を下回っています。 

推移をみると、全国、全道ともに 2014（平成 26）年以降減少しており、本市においては

2009（平成 21）年まで全道値を上回っていましたが、以降は全道値よりほぼ下回る状況が

続いています。 

 

図 ２-10 合計特殊出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道保健統計年報（全国・北海道）、人口動態保健所・市区町村別統計（歌志内市） 
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人口動態保健所・市区町村別統計による 2018（平成 30）年から 2022（令和４）年の合

計特殊出生率をみると、本市は 1.16 であり、全国の 1.33、北海道の 1.21 より低くなって

います。 

道内市町村で比較すると、本市は北海道全体で最も高い共和町の 1.70 から 0.54 下回り、

179 市町村中 169 位であり、中空知圏内で最も低くなっています。 

 

図 ２-11 道内市町村別合計特殊出生率（2018～2022 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 
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④ 有配偶者率 

令和２年国勢調査による本市の有配偶者率（15 歳～49 歳の男女で配偶者を持つ人口割

合）は 47.4％であり、道内 179 市町村のうち、3 番目に低くなっています。 

 

図 ２-12 有配偶者率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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⑤ 転入者・転出者の住所地 

2015（平成 27）年から 2020（令和２）年における本市の転入・転出状況をみると、転

入者数 215 人に対して、転出者数は 410 人と 195 人の転出超過となっています。 

５歳階級別では、ほぼ全階級で転出超過となっており、特に、15 歳～24 歳、80 歳以上

での転出超過が多くなっています。 

 

図 ２-13 歌志内市の年齢５歳階級別転入、転出、転入-転出人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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市町村別の転出超過状況では、札幌市が 64 人の転出超過で最も多く、以下、砂川市、赤

平市、滝川市と近隣市が続きます。 

これらを年代別にみると、札幌市及び砂川市は、20 歳代、50 歳代及び 80 歳以上の転出

超過が多くなっています。一方で、滝川市の 80 歳以上は転入超過となっています。 
 

図 ２-14 転入・転出先市町村別年齢５歳階級別の状況 
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（３）通勤・通学状況 

① 通勤・通学の状況 

通勤・通学状況のうち、他市町村への通勤者数をみると、砂川市が最も多く 168 人、以

下、赤平市 149 人、滝川市 110 人、上砂川町 53 人となっています。 

一方で、他市町村から本市への通勤者をみると、滝川市が最も多く 77 人、以下、砂川市

75 人、赤平市 70 人、芦別市 32 人となっています。 

また、通学者数については、市内に高校・専門学校・大学がないことから、これらの学校

への通学者は市外へ通学する必要があります。 
 

表 ２-2 通勤・通学の状況 

  
  流出流入差 

    通勤 通学 

歌志内市に常住する通勤通学者数 1,150  67          

歌志内市内従業・通学者数     886  8      

市内常住、通勤・通学者数 565  7  565  7      

市外常住、通勤・通学者数 581  60  317  1  264  59  

  

芦別市 33  1  32  0  1  1  

赤平市 149  0  70  0  79  0  

滝川市 110  23  77  0  33  23  

砂川市 168  21  75  0  93  21  

奈井江町 21  0  8  0  13  0  

上砂川町 53  0  25  0  28  0  

岩見沢市 1  2  1  0  0  2  

札幌市 4  9  9  0  -5  9  

道内他市町村 40  4  20  1  20  3  

道外・不詳 4  0  319  1  -315  -1  

不詳 2  0  2  0  0  0  

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-15 歌志内市の通勤・通学状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）  
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通勤状況をみると、本市に住み本市で働く就業者は 565 人（49％）、本市から他市町村に

通勤する就業者は 581 人、他市町村から本市に通勤する就業者は 317 人となっています。 

自市町村から他市町村への通勤者と他市町村から自市町村への通勤者の差をみると、264

人が他市町村へ流出しており、中空知圏内では滝川市、新十津川町に次ぐ多さです。 
 

図 ２-16 中空知圏内の自市町常住者の就業場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

図 ２-17 中空知圏内の自市町就業者の常住場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

図 ２-18 中空知圏内の従業地と常住地 

［自市町村から他市町村への通勤者］－［他市町村から自市町村への通勤者］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）  
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② 通勤圏における事業所の集積地状況 

本市からの通勤圏（30km）をみると、深川市、滝川市、赤平市、芦別市、砂川市、美唄

市といった、事業所の集積地が多くみられるとともに、10km 圏内においても滝川市、赤平

市、砂川市と複数の集積地があります。 

 

図 ２-19 30km 圏内※における事業所メッシュ（500ｍメッシュ） 
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資料：経済センサス 2021 活動調査 
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（４）雇用及び就労状況 

① 産業別就業人口 

産業別就業人口をみると、2020（令和２）年で第１次産業 21 人（1.8％）、第２次産業 292

人（25.4％）、第３次産業 834 人（72.5％）となっています。 

直近 20 年間での推移をみると、生産年齢人口の減少に合わせて各産業人口も減少してい

ます。各産業構成比は、2005（平成 17）年以降概ね横ばいで推移しています。 

 

図 ２-20 産業別就業人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

② 就業人口の従業地 

就業人口の従業地推移をみると、2015（平成 27）年以降市内従業人口より市外就業人口

が上回っており、2020（令和２）年は市内が 565 人（49.1％）、市外は 583 人（50.7％）と

なっています。 

 

図 ２-21 就業人口の従業地推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 
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③ 産業別就業人口 

就業人口 1,150 人の産業別（大分類）内訳をみると、医療・福祉が最多の 226 人で、以

下、建設業が 168 人、公務が 135 人、卸売業・小売業が 123 人、製造業が 118 人となって

います。 

男女別では、建設業、運輸業・郵便業、サービス業、公務は男性の比率が高く、生活関連

サービス業・娯楽業、医療・福祉は女性の比率が高くなっています。 
 

図 ２-22 産業別（大分類）男女別就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

④ 産業別就業人口の構成 

就業人口の産業別（大分類）構成比は、医療・福祉が 19.7％と最も高く、以下、建設業

が 14.6％、公務が 11.7％、卸売業・小売業が 10.7％、製造業が 10.3％となっています。 

全国・全道と比べ、医療・福祉、建設業、公務の比率が高くなっています。 
 

図 ２-23 産業別（大分類）就業人口の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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⑤ 産業別年齢階級別就業人口 

産業別（大分類）年齢階級別就業人口のうち 60 歳以上は、医療・福祉が 88 人と最も多

く、以下、建設業が 62 人、卸売業・小売業が 40 人であり、これらの比率は３割を超えて

います。 

 

図 ２-24 産業別（大分類）年齢階級別就業人口の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）  
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⑥ 女性の就業状況 

女性の生産年齢人口における就業率は 68.6％であり、全道と比べて 6.9 ポイント高くなっ

ています。年齢階級別では 20 歳から 59 歳で 60％を超えています。また 60～64 歳において

も 53.8％と半数を超えているとともに、65～74 歳は 23.1％と４人に１人が就業しています。 

有配偶者の女性が就業女性人口に占める割合は 51.0％で、そのうち「主に仕事」が就業女

性人口の 35.4％となっています。 

 

表 ２-3 女性の就業状況              図 ２-25 女性の５歳階級別就業率 

  
総数 

（人） 

就業者数 

（人） 

就業者の 

年齢構成 
就業率 

女性総数 1,527  508  100.0% 33.3% 

15～19 歳 40  8  1.6% 20.0% 

20～24 歳 28  18  3.5% 64.3% 

25～29 歳 31  26  5.1% 83.9% 

30～34 歳 27  20  3.9% 74.1% 

35～39 歳 49  38  7.5% 77.6% 

40～44 歳 71  61  12.0% 85.9% 

45～49 歳 63  54  10.6% 85.7% 

50～54 歳 74  57  11.2% 77.0% 

55～59 歳 93  62  12.2% 66.7% 

60～64 歳 117  63  12.4% 53.8% 

65～74 歳 364  84  16.5% 23.1% 

75 歳以上 570  17  3.3% 3.0% 

※有配偶の女性就業者   259  51.0%   

  うち主に仕事   180  35.4%   

  うち家事のほか仕事   74  14.6%   

  うち休業者   5  1.0%   

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-26 有配偶有無による女性の就労状況 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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（５）交流人口の推移 

観光入込客数をみると、2013（平成 25）年度の 724 千人をピークに減少をはじめ、コロ

ナ禍となった 2019（令和元）年度に 2013（平成 25）年度の約 1/4 まで減少しました。 

2020（令和２）年度以降は増加傾向で、2023（令和５）年度は 212 千人となりましたが、

コロナ禍前の 2018（平成 30）年度の約 2/3 に留まっています。 

隣接市町と比較すると、砂川市の 2023（令和５）年度は 1,475 千人と本市に比べて約

1,300 千人上回っているとともに、赤平市はコロナ禍以後、本市をわずかに上回っている状

況となっています。 

 

図 ２-27 観光入込客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道観光入込客数調査報告書 
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（６）地区別人口の推移 

地区別人口（上歌、東光、本町、歌神、神威、中村、文珠の７地区）をみると、2020（令

和２）年では文珠地区が 1,270 人で最も多く、２番目に多い本町地区の 603 人の２倍とな

っています。以下、神威、中村、歌神、東光、上歌地区の順となっています。 

2000（平成 12）年～2020（令和２）年の 20 年間で、上歌、歌神地区の人口は約７割減

となっており、20 年間で上歌地区は 292 人、歌神地区は 454 人減少しています。 

20 年間の減少数では、本町地区が 625 人で最も多く、次いで文珠地区が 610 人となって

います。 

一方で、東光地区は 2015（平成 27）年まで増加していましたが、2015（平成 27）年を

境に減少し 2020（令和２）年は 2000（平成 12）年と同程度となっています。 

 

図 ２-28 地区別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（単位：人） 

年次 上歌 東光 本町 歌神 神威 中村 文珠 計 

2000 年 425  167  1,228  685  907  649  1,880  5,941  

2005 年 294  179  1,047  569  807  543  1,782  5,221  

2010 年 244  190  900  399  677  443  1,534  4,387  

2015 年 182  192  737  316  401  323  1,434  3,585  

2020 年 133  169  603  231  331  252  1,270  2,989  

 

2000 年を 100 とした増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年次 上歌 東光 本町 歌神 神威 中村 文珠 計 

2000 年 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

2005 年 69.2  107.2  85.3  83.1  89.0  83.7  94.8  87.9  

2010 年 57.4  113.8  73.3  58.2  74.6  68.3  81.6  73.8  

2015 年 42.8  115.0  60.0  46.1  44.2  49.8  76.3  60.3  

2020 年 31.3  101.2  49.1  33.7  36.5  38.8  67.6  50.3  

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局）  
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地区別に 20 年間（2000 年～2020 年）の人口減少率と 2020（令和２）年の高齢化率の

関係をみると、人口減少と高齢化に一定の関係が見られることがうかがえます。 

東光・文珠地区は人口減少・高齢化率ともに全市平均を下回っていますが、歌神・神威・

上歌・中村地区は人口減少・高齢化ともに進んでおり、今後さらに人口減少も進むことが

予想されます。 
 

図 ２-29 地区別人口減少率と高齢化率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各軸の中心は全市平均（人口減少率：53.3％、令和２年高齢化率：46.6％） 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

市内は、道道赤平奈井江線に沿って市街地が形成されていますが、2020（令和２）年か

ら 2050（令和 32）年までの人口推計では、全地区で、2020（令和２）年の４割未満にな

ることが予測されています。 
 

図 ２-30 2020（令和２）年から 2050 年の市内人口増減率推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

将来人口・世帯予測ツール V3（R2 国調対応版）（国土交通省国土技術政策総合研究所） 
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市街地の人口密度は、1995（平成７）年では、中村地区を除き 30 人/ha 以上でしたが、

2020（令和２）年は、東光地区を除き 30 人/ha を下回るとともに、本町から中村地区にか

けては 10～20 人/ha 未満となっています。 

社人研推計に基づく 2050（令和 32）年の人口密度は、東光地区が 10～20 人/ha 未満、

文珠地区が５～10 人/ha 未満で、それ以外は５人/ha 未満と低密度化が予測されています。 

 

図 ２-31 人口密度の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

将来人口・世帯予測ツール V3（R2 国調対応版）（国土交通省国土技術政策総合研究所） 

1995 年 

2020 年 

2050 年 
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２ 人口減少の要因と人口減少による社会・経済的影響 

（１）人口減少の要因 

前節の人口動向分析から、本市の人口減少の主な要因として、以下が挙げられます。 

〇 市内の炭鉱閉山による人口流出 

〇 昭和 60 年以降の一貫した自然減と、平成 12 年頃からの自然減の増加 

〇 全道値を下回る合計特殊出生率 

〇 ほぼ全世代における転出超過、転出先は札幌市のほか、砂川市・赤平市・滝川市等の

通勤圏内への転出も多い。 

〇 直近の観光入込客数はコロナ禍前の約 2/3 に留まり、近隣に比べて交流人口が少ない。 

 

 

（２）人口減少による社会・経済的影響 

人口減少による今後の社会的影響及び経済的影響は、以下が考えられます。 

① 社会的影響 

〇 人口減少による市街地の低密度化に伴い、地域における行事・イベントや集会等のコ

ミュニティ活動弱体化への懸念 

〇 人口減少によって、商店・病院・交通など日常生活サービスの利用がさらに減少し、

サービスの維持が困難になる可能性 

〇 空き家の増加による住環境悪化への懸念 

 

② 経済的影響 

〇 特に生産年齢人口の減少は、本市の地場産業(福祉、観光、製造業 等)を支える労働力

の低下につながり、将来的な産業維持が困難となる懸念 

〇 人口の減少に伴う税収等の歳入減少により、市の財政はさらに逼迫することが懸念さ

れ、その結果、市民の安全で安心な日常生活の確保のための行政サービス(医療・介護、

教育、防犯・防災、上下水道、道路・交通等)に支障が生じる可能性 
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３ 将来人口推計 

（１）社人研準拠による人口推計 

① 推計の概要 

社人研による将来人口推計では、2015（平成 27）年から 2020（令和２）年の人口(国勢

調査)の動向を勘案し、要因法を用い 2050（令和 32）年まで推計しています（これに準拠

した予測で 2060 年まで推計）。 

人口推計における大まかな諸条件は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

＜子ども女性比の仮定＞ 

①2005 年、2010 年、2015 年、2020 年の４時点における全国の子ども女性比（20～44

歳女性人口に対する０～４歳人口の比）と各市町村の子ども女性比との較差をとり、

その較差（トレンド）が 2025 年以降も続くとし 2050 年まで一定として市町村ごと

に仮定。 

＜０～４歳性比の仮定＞ 

②「日本の将来推計人口（令和５年 4 月推計）」の算出された全国の 2025 年以降 2050

年まで０～４歳性比を各年次の仮定値とし、全自治体の０～４歳推計人口に一律に適

用。 

＜生存率（生残率）の仮定＞ 

③55～59 歳→60～64 歳以下では、市町村間の生残率の差は極めて小さいため、全国と

都道府県の 2015 年→2020 年の生残率の比から算出される都道府県別の将来の生残

率を各都道府県内に含まれる市町村の仮定値とした。60～64 歳→65～69 歳以上では、

上述に加え、都道府県と市町村の 2000～2020 年の５年ごとの４期間の生残率の比か

ら算出される生残率を市町村別に適用。 

＜人口移動（移動率）の仮定＞ 

④2005～2010 年、2010～2015 年、2015～2020 年の３期間に観測された平均的な移動

傾向が 2045～2050 年まで継続すると仮定。 
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② 将来人口推計値 

2023（令和５）年に公表された社人研の推計方法に基づく将来人口の推計結果（社人研

準拠推計）では、2040（令和 22）年 1,343 人、2060（令和 42）年 509 人となってお

り、前回（H30）の推計より人口が増加すると予測されています。 

 

図２-32 社人研推計による将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社人研準拠の推計プログラムによる推計 

注：推計人数、小数点第一位四捨五入のため、合計値と一致しない場合がある 

 

図２-33 社人研推計による将来人口比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社人研準拠の推計プログラムによる推計 
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（２）将来人口の推計 

① 基本的考え方 

本市の人口動向分析結果をみると、合計特殊出生率の低さや人口流出等の原因により、

2000（平成 12）年から 2020（令和２）年の 20 年間で人口は半減しています。 

人口規模は、まちの将来ビジョンを描くうえでも不可欠な要素であり、特に本市のよう

に人口が小規模な場合、出生率の向上や社会移動の変化によって、将来推計値が大きく変

わる可能性があることから、継続的な人口減少の対策を講じていくことが重要です。 

したがって、将来人口の推計においては、社人研の推計に対して、希望のもてる将来の

まちづくりの実現に向けて、行政・企業・市民等がそれぞれの役割を認識し、一体となっ

て、人口減少の抑止、すなわち自然増、社会増等のための効果的な政策・施策に積極的に

取り組むことを前提として推計条件を設定し、独自の推計を行うものとし、社人研の推計

に合わせ前回の推計値から改訂します。 

 

② 推計パターンの設定 

将来人口は、パターンＡの社人研の推計に加え、次の３ケースについて推計します。 

パターンＡ： 社人研推計（準拠） 

パターンＢ： 出生率の向上 + 人口移動率の改善 

パターンＣ： Ｂ + 子育て世代の移住 

 

③ 本市独自推計の基本的条件 

＜出生率＞ 

本市は合計特殊出生率が全国と比べ、低い傾向にあります。出生率を高めるため、若者

夫婦世帯が生み育てやすい環境を整えるなどの施策を講じ、合計特殊出生率の向上に努め

ることにより、下表に示す合計特殊出生率を達成するものとします。 

設定した合計特殊出生率は、本市の結婚、出産、子育ての取り組みだけで達成すること

は極めて難しく、国、道の取り組みと併せて設定値の達成を図ることが前提となります。 

なお、国における合計特殊出生率は、2030 年 1.8 程度、2040 年 2.07 程度としています。 

 

表２-4 市独自推計の合計特殊出生率の設定 

  2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

合計特殊出生率(tfr) 1.1600  1.2400  1.3200  1.4000  1.4800  1.5600  1.6400  1.7200  1.8000  

2020 年：H30～R4 の合計特殊出生率の実績値 

2025～2060 年：2060 年 1.8 で設定し間を按分 
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＜人口移動率＞ 

本市の人口移動状況をみると、2015（平成 27）年から 2020（令和２）年にかけて人口

減少に歯止めがかかっていませんが、定住に関わる施策の強化により 2020（令和２）年以

降の人口移動は段階的に改善すると設定、2060（令和 42）年以降をゼロと設定します。 

また、本市において子育て世代の移住を積極的に推進することにより、子育て世代及び

若年人口の直接的な増加を図るものとします。 

 

＜基本条件の整理＞ 

表２-5 市独自人口推計における基本条件 

区分 項目 設定値等 推計パターン 

自然動態 合計特殊出生率 1.8（2060 年） 
市独自推計 

B・C 共通 

社会動態 

純移動率 

社人研準拠推計値でプラスの場合：社人研準拠推計値 

社人研準拠推計値でマイナスの場合： 

2020～2060 年； 

2020 年から 2025 年の社人研推計値から各 5 年で案分 

2060 年以降；０ 

市独自推計 

B・C 共通 

子育て世代 

移住強化策 

2025～2060 年；各 5 年間に 20 歳～44 歳男女各１人、

０歳～９歳男女各２人、10～14 歳男女各１人・・・計 20 人 

市独自推計 

C 
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④ 推計結果 

将来人口の推計結果は下表のとおりです。 

パターンＢでは、2040（令和 22）年 1,458 人、2060（令和 42）年 728 人、パターンＣ

では、2040（令和 22）年 1,541 人、2060（令和 42）年 895 人となります。 

 

表 ２-6 将来人口推計結果の比較                       （単位：人） 

  2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

A.社人研準拠推計 2,989  2,442  2,025  1,663  1,343  1,067  840  657  509  

B.出生率の向上+人口移動の改善 2,989  2,453  2,069  1,743  1,458  1,216  1,013  854  728  

C.ọ+  2,989  2,475  2,111  1,806  1,541  1,320  1,142  1,010  895  

 

図 ２-34 将来人口の推計値 
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４ 人口の将来展望 

目標人口は、出生率の向上及び転出の抑制を図り、積極的な子育て世代の移住促進を図

ることを前提として、以下の条件で推計した将来人口の値（パターン C）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２-7 目標人口 

  
2040 年 2060 年 

人 ％ 人 ％ 

総人口 1,541  100.0  895  100.0  

幼年人口   0～14 歳 101  6.5  90  10.0  

生産年齢人口 15～64 歳 562  36.5  368  41.2  

老齢人口   65 歳以上 878  57.0  437  48.8  

 

図２-35 将来推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①国、道の取り組みと併せ、2060 年における合計特殊出生率が 1.8 となるよう段階的に向

上させます。 

②転入促進、転出抑制の取り組みを推進し、ベースとなる社会動態人口（転出、転入の差）

を段階的に縮小し 2060 年以降ゼロとします。 

③いびつな人口ピラミッドの構造を改善するため、2025 年から 2060 年まで継続的な若

年・子育て世代の移住促進（５年間で 20 人）の取り組みを強化します。 

注：推計人数、小数点第一位四捨五入のため、合計値と一致しない場合がある。 
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表 ２-8 将来推計人口 

 
ệ ṕ Ṗ 

男女計 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

総数 2,989  2,475  2,111  1,806  1,541  1,320  1,142  1,010  895  

0～4 歳 39  40  33  30  28  28  28  29  28  

5～9 歳 37  41  44  38  35  32  33  32  30  

10～14 歳 66  37  41  44  39  36  34  34  32  

15～19 歳 78  49  28  34  38  34  33  32  34  

20～24 歳 59  55  38  24  30  35  33  34  32  

25～29 歳 70  53  51  36  25  30  35  34  34  

30～34 歳 58  69  53  51  37  26  31  37  34  

35～39 歳 110  54  65  51  50  37  27  33  37  

40～44 歳 148  104  52  63  51  50  39  29  33  

45～49 歳 156  137  97  50  60  49  49  38  29  

50～54 歳 150  153  135  96  49  60  49  49  38  

55～59 歳 193  144  149  131  94  48  60  48  49  

60～64 歳 231  187  140  145  128  93  48  59  48  

65～69 歳 354  214  176  133  138  123  89  46  57  

70～74 歳 352  311  196  162  123  129  116  84  44  

75～79 歳 309  295  275  174  146  112  116  105  77  

80～84 歳 231  226  238  225  146  123  96  100  92  

85～89 歳 213  155  164  176  170  112  96  75  78  

90～94 歳 95  108  85  94  105  104  71  61  48  

95 歳～ 40  42  50  46  51  59  60  49  42  

（再掲）0～14 歳 142  118  119  112  101  96  94  96  90  

（再掲）15～64 歳 1,253  1,005  808  681  562  463  404  394  368  

（再掲）65 歳以上 1,594  1,351  1,184  1,012  878  761  645  521  437  

（再掲）75 歳以上 888  826  813  717  617  510  440  391  337  

 

  2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

年齢別割合（0～14 歳：％） 4.75% 4.78% 5.63% 6.22% 6.54% 7.26% 8.21% 9.47% 10.04% 

年齢別割合（15～64 歳：％） 41.92% 40.61% 38.26% 37.74% 36.49% 35.07% 35.37% 38.95% 41.14% 

年齢別割合（65 歳以上：％） 53.33% 54.61% 56.11% 56.04% 56.97% 57.67% 56.42% 51.58% 48.82% 

年齢別割合（75 歳以上：％） 29.71% 33.40% 38.50% 39.70% 40.02% 38.61% 38.51% 38.71% 37.62% 

注：推計人数、小数点第一位四捨五入のため、合計値と一致しない場合がある。 
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男 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

総数 1,399  1,184  1,028  891  769  668  585  520  460  

0～4 歳 21  21  17  15  14  14  14  15  14  

5～9 歳 24  22  22  18  17  16  16  16  15  

10～14 歳 35  23  21  22  19  17  16  17  16  

15～19 歳 38  26  18  17  18  16  16  16  17  

20～24 歳 31  28  20  15  16  17  16  16  16  

25～29 歳 39  30  28  20  16  16  18  17  16  

30～34 歳 31  38  30  28  21  16  17  19  17  

35～39 歳 61  30  37  29  28  21  17  18  18  

40～44 歳 77  57  29  35  29  28  22  18  18  

45～49 歳 93  73  55  28  34  28  27  21  17  

50～54 歳 76  95  75  56  28  35  29  28  22  

55～59 歳 100  75  94  75  56  28  35  29  27  

60～64 歳 114  98  74  92  74  55  28  35  28  

65～69 歳 177  105  92  70  87  70  52  27  33  

70～74 歳 164  152  94  84  64  80  65  49  25  

75～79 歳 130  132  131  82  73  56  71  57  43  

80～84 歳 98  88  99  100  64  58  45  58  47  

85～89 歳 64  58  57  65  68  45  42  32  42  

90～94 歳 21  29  28  28  34  36  24  23  18  

95 歳～ 5  5  9  10  11  13  15  12  10  

（再掲）0～14 歳 80  66  60  55  50  48  47  48  45  

（再掲）15～64 歳 660  551  459  396  319  261  224  215  197  

（再掲）65 歳以上 659  568  509  439  401  359  314  258  218  

（再掲）75 歳以上 318  311  322  285  250  208  197  182  161  
          

女 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

総数 1,590  1,291  1,082  915  772  653  558  490  435  

0～4 歳 18  20  16  15  14  14  14  14  14  

5～9 歳 13  19  22  19  18  16  16  16  15  

10～14 歳 31  14  20  23  20  18  17  17  16  

15～19 歳 40  23  11  16  20  18  17  17  17  

20～24 歳 28  27  17  9  14  18  17  17  16  

25～29 歳 31  23  23  16  9  14  18  18  17  

30～34 歳 27  31  23  23  16  10  15  18  17  

35～39 歳 49  24  28  22  22  16  10  15  18  

40～44 歳 71  47  24  28  22  23  17  11  15  

45～49 歳 63  64  43  22  26  21  22  17  11  

50～54 歳 74  58  59  40  21  25  20  22  17  

55～59 歳 93  69  55  57  39  20  25  20  21  

60～64 歳 117  88  66  53  55  38  20  24  20  

65～69 歳 177  109  84  63  51  53  37  19  24  

70～74 歳 188  159  101  78  59  48  51  35  19  

75～79 歳 179  164  144  93  73  56  45  48  34  

80～84 歳 133  139  140  125  82  65  51  42  45  

85～89 歳 149  97  107  111  102  67  55  43  36  

90～94 歳 74  79  57  66  71  68  47  38  30  

95 歳～ 35  37  41  36  40  46  46  38  31  

（再掲）0～14 歳 62  53  58  57  51  48  47  48  45  

（再掲）15～64 歳 593  454  349  285  244  202  180  179  171  

（再掲）65 歳以上 935  784  675  573  477  402  330  263  218  

（再掲）75 歳以上 570  515  490  431  367  301  243  209  176  

注：推計人数、小数点第一位四捨五入のため、合計値と一致しない場合がある。 
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第３章 総合戦略 

１ 前総合戦略の指標達成状況 

現行計画である第２期総合戦略では、戦略の柱として４つの基本目標を掲げ、それぞれ

に各種施策を位置付けています。 

また、基本目標には指標を８件、各種施策には重要業績指標（以下、KPI）を 25 件設定

しています。 

指標及び KPI は、平成 30 年度を基準年として、第２期総合戦略策定後の令和２年度か

ら計画終了年度である令和７年度における目標を設定しており、令和６年度までの実績に

ついて、各指標及び KPI の達成状況を確認します。 

令和６年度までの実績のうち、基本目標の指標２件、施策の KPI２件の計４件は進捗率

100％以上と既に目標を達成しており、これらは全体の 12.1％となっています。 

一方で、基本目標の指標 2 件、施策の KPI７件の計９件は０％未満と基準値より下回っ

ており、これらは全体の 27.3％となっています。これらの一部はコロナ禍の影響がうかが

えます。 

 

表 ３-1 第２期総合戦略 指標・KPI の達成状況（令和６年度現在）＜全体＞ 

  件数 100％以上 80％以上 50％以上 50％未満 0％未満 

基本目標 8 件 25.0% 12.5% 12.5% 25.0% 25.0% 

指標   2 件 1 件 1 件 2 件 2 件 

施策 25 件 8.0% 8.0% 16.0% 40.0% 28.0% 

KPI   2 件 2 件 4 件 10 件 7 件 

合計 33 件 12.1% 9.1% 15.2% 36.4% 27.3% 

    4 件 3 件 5 件 12 件 9 件 
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戦略の柱１ 歌志内ならではの魅力ある産業をつくり、雇用を確保する 

戦略の柱１「歌志内ならではの魅力ある産業をつくり、雇用を確保する」の進捗状況は、

基本目標の指標「新規創業・誘致数」、施策の KPI「食（農業・食品加工・飲食）に関連し

た新規雇用者数」の計２件で進捗率 75％以上と概ね順調に進捗しており、雇用の確保に貢

献しています。 

一方で、基本目標の「観光入込客数」、施策の KPI 「温泉施設宿泊者数」、「コミュニティ

ビジネス等創業・活動支援関連事業数」の計３件で０％未満と基準値より下回っており、

「観光入込客数」や「温泉施設宿泊者数」は、コロナ禍の影響により基準値を大きく下回

っている状況です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗率：原則、（R6 実績－基準値）/（目標値－基準値）で算出（以下、同じ。） 

  

R2 R3 R4 R5 R6

1 新規創業・誘致数
３社

/H27～30

１社

（R2:1）

2社

（R3:1）

５社

（R4:3）

6社

（R5:1）

6社

（R6:0）

７社

　(累計）
75%

2 観光入込客数 325,438人 179,736人 175,059人 185,598人 214,567人 227,941人 350,000人 -397%

R2 R3 R4 R5 R6

①　地域資源を活かした産業・雇用の創出

温泉施設宿泊者数 15,912人 4,196人 3,893人 5,193人 8,546人 9,782人 17,000人 -563%

食（農業・食品加

工・飲食）に関連し

た新規雇用者数

１人

/H27～30

０人

（R2:０）

2人

（R3:２）

3人

（R4:1）

4人

（R5:1）

4人

（R6:0）

５人

　(累計）
75%

交流・観光サービス

（アウトドア・宿泊）

に関連した新規雇用

者数

３人

/H27～30

３人

（R2:３）

3人

(R3:0)

3人

(R4:0)

3人

(R5:0)

3人

(R6:0)

５人

（累計）
0%

②　地方創生を担う人材・組織の育成

コミュニティビジネス従

事者数

０人

/H27～30

０人

（R2:0）

０人

（R3:0）

０人

（R4:0）

０人

（R5:0）

０人

（R6:0）

１人

（累計）
0%

コミュニティビジネス等

創業・活動支援関

連事業数

１事業 ０事業 ０事業 ０事業 ０事業 ０事業 ３事業 -50%

進捗
指標名

第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値

施策名

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

進捗
基本

目標
指標

第2期基準値

（H30）

目標値

（R7）

実績値



38 

戦略の柱２ 誰もが定住しやすい環境をつくる 

戦略の柱２「誰もが定住しやすい環境をつくる」の進捗状況は、基本目標の指標「社会

動態増減数」、施策の KPI「産業開発促進事業申請件数」、「地域交流事業（うたみん）の参

加者数」の計３件で進捗率 100％以上と既に目標を達成しており、移住・定住施策により

社会動態の減少が抑制されていることがうかがえます。 

一方で、施策の KPI 「ちょっと暮らし体験利用者数」、「年間延べ滞在学生数」の計２件で

０％未満と基準値より下回っており、コロナ禍の影響により基準値を下回っている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6

1 社会動態増減数 ▲54人
▲31人

(R2:▲31)

▲42人

(R3:▲53)

▲41人

(R4:▲38)

▲36人

(R5:▲22)

▲35人

(R6:▲31)

▲39人

/平均
127%

2
本市での住み心地

満足度
24.7% － － － － 32.6% 40% 81%

R2 R3 R4 R5 R6

①　移住促進策

地域おこし協力隊員

任期終了後に定住

した隊員数

０人

/H27～30

０人

(R2:0)

０人

(R3:0)

０人

(R4:0)

０人

(R5:0)

１人

(R6:1)

２人

（累計）
50%

ちょっと暮らし体験利

用者数

６人

/H27～30

０人

（R2:０）

2人

（R3:2）

3人

（R4:1）

3人

（R5:0）

５人

（R6:2）

10人

（累計）
-25%

②　居住環境対策

子育て世代向け賃

貸住宅供給戸数
０戸

０戸

（R2:０）

０戸

（R3:0）

０戸

（R4:0）

０戸

（R5:0）

０戸

（R6:0）

８戸

（累計）
0%

移住・定住促進制

度の利用件数

13件

/H28～30

6件

（R2:6）

12件

（R3:6）

17件

（R4:5）

28件

(R5:11)

38件

(R6:10)

40件

（累計）
93%

③　若者・子育て世代の雇用環境整備

産業開発促進事業

申請件数

０件

/H27～30

１件

（R2:１）

1件

（R3:0）

1件

（R4:0）

1件

（R5:0）

1件

（R6:0）

１件

（累計）
100%

Uターン・Iターンによ

る起業・就業者数
０人

０人

（R2:0）

０人

（R3:0）

０人

（R4:0）

０人

（R5:0）

０人

（R6:0）

 10人

（累計）
0%

④　関係人口の創出・拡大

地域交流事業(うた

みん)の参加者数
340人 ０人 ０人 488人 610人 520人 350人 1800%

年間延べ滞在学生

数
54人 ０人 ０人 ７人 11人 14人 75人 -190%

ふるさと納税寄附者

のリピーター数
57件

99件

（R2:99）

93件

（R3:87）

80件

（R4:53）

94件

(R5:137)

102件

(R6:135)

150件

/平均
48%

進捗
指標名

第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値

施策名

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

進捗
基本

目標
指標

第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値
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戦略の柱３ 子どもを産み、育てやすい環境をつくる 

戦略の柱３「子どもを産み、育てやすい環境をつくる」の進捗状況は、基本目標の指標

「子育て環境の満足度」が進捗率 100％以上と既に目標を達成しており、子育て支援策に

よる子育て環境の向上がうかがえます。 

一方で、施策の KPI「婚姻数」、「妊婦定期健診受診率」の２件で０％未満と基準値より下

回っていますが、「妊婦定期健診受診率」は高水準で推移しています。 

今後も婚姻率の向上に資する取り組みや、出産・子育て支援策の継続が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6

1 出生数 ６人 ６人 ７人 ４人 13人 7人 13人 14%

進捗

R2 R3 R4 R5 R6

①　オンリーワンの子育て・教育の実現

児童館・児童セン

ター・学童保育室の

一元化

－ － － － － － R7 0%

義務教育学校開校

による満足度
－ － － － －

32.2

(市民)

50％以上

（保護者・児

童生徒）

64%

②　結婚奨励策

婚姻数 ５組 ８組 ２組 ５組 ４組 ２組 10組 -60%

若者交流事業の開

催数
－ ０回 ０回 ０回 ０回 ０回

 １回以上

/年
0%

③　出産応援策

妊婦定期健診受診

率
99% 97.9% 94.9% 97.2% 96.1% 97.1% 100% -190%

おむつ処理用ごみ袋

配布率
100% 96.6% 96.3% 88.0% 88.1% 87.5% 100% 88%

指標
第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値

－ －
就学前：50％

小学生：40％
292%

施策名

就学前：

53.2％

 小学生：

51.7％

2
子育て環境の満足

度

就学前:47.4％

小学生:35.5％
－ －

進捗
基本

目標

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標名
第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値
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戦略の柱４ 乳幼児から高齢者まで安全で安心して暮らせるコンパクトなまち 

（コンパクトシティ）をつくる 

戦略の柱４「乳幼児から高齢者まで安全で安心して暮らせるコンパクトなまち（コンパ

クトシティ）をつくる」の進捗状況は、進捗率 100％以上と既に目標を達成した基本目標

の指標、施策の KPI が無く、人口減少・少子高齢化に合わせたコンパクトシティをこれま

で以上に推進し、乳幼児から高齢者まで安全・安心に暮らせる環境の整備が急務となって

います。 

一方で、基本目標の指標「空き家件数」、施策の KPI 「多機能型交流拠点施設の利用者数」

の計２件で０％未満と基準値より下回っており、空き家の削減に向けた支援策の継続などが

求められるとともに、市民一人ひとりが持続可能なまちづくりの形成に向けた取り組みを進

めていくための意識啓発が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6

1
小さな拠点施設の

設置箇所
１箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 ２箇所 0%

2 空き家件数 216件
262件

(21.3％増)

259件

(19.9％増)

243件

(12.5％増)

242件

(12.0％増)

229件

(6.0％増)

200戸未満

（８％減）
-81%

R2 R3 R4 R5 R6

①　特色ある魅力的な小さな拠点の形成

子育て応援タウンに

対する市民満足度
24.7% － － － － 25.5% 50% 3%

多機能型交流拠点

施設の利用者数
15,201人

7,926人

(52.1％)

6,213人

(40.8％)

10,219人

(67.2％)

10,276人

(67.6％)

10,654人

(70.1％)

19,000人

（25％増）
-120%

②　市街地のコンパクト化と新たな交通ネットワーク形成

老朽化した公営住

宅等の解体戸数

60戸

/H28～30年

24戸

（R2:24）

48戸

（R3:24）

80戸

（R4:32）

100戸

（R5:20）

106戸

（R6:6）

200戸

（累計）
33%

③　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取り組みの推進

持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）の市民

認知度

－ － － － － 37.1% 50% 74%

１人年間ごみ排出

量

290.32kg/人

/H31

295.06

kg/人

295.68

kg/人

300.85

kg/人

305.33

kg/人

284.52

kg/人
274kg/人 36%

進捗
指標名

第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値

施策名

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

進捗
基本

目標
指標

第2期基準値

（H30 ）

目標値

（R7）

実績値
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２ 本市の現状と総合戦略に向けた方向性 

（１）本市の基本的特性 

前章で述べた人口特性のほか、総合戦略にかかる本市の基本的な特性をまとめます。 

 

① 地域における幸福度・生活満足度 

自身や地域の人々の幸福度・満足度について、10（とても幸せ・とても満足）から０（と

ても不幸・とても不満）の 11 段階でたずねたところ、各項目の平均値は、自分自身の幸福

度が 6.3、近所の人々の幸福度が 6.0、暮らしている地域の暮らしの満足度が 6.0 となって

おり、いずれも 5.0 を上回っています。 

 

図 ３-1 自身や地域の人々の幸福度・満足度平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② まちに関する主観・客観評価 

まちに関する主観・客観評価をみると、客観評価は、24 項目のうち 2/3 で偏差値 50 を

下回っており、住宅環境、公共空間、事故・犯罪、自然の恵み、地域とのつながり、多様性

と寛容性、自己効力感の７項目で偏差値 50 を上回っています。 

一方、主観評価は、20 項目のうち 14 項目で平均値 50 を上回っており、主観評価の方が

客観評価より評価が高く、医療・福祉、子育て、初等・中等教育など 12 項目で主観評価が

客観評価を上回っています。 

主観・客観評価ともに特に低い項目は、“自分らしい生き方”に関する、雇用・所得及び事

業創造となっています。 
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図 ３-2 まちに関する主観・客観評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※主観評価は、市民アンケート結果に基づき、５段階評価を点数化（満足（非常にあてはまる）100、まあ満足（あ

る程度あてはまる）75、ふつう（どちらとも言えない）50、やや不満（あまりあてはまらない）25、不満（全

くあてはまらない）0）し平均点を計上。なお、「買物・飲食」、「遊び・娯楽」、「デジタル生活」、「自然景観」は、

該当する設問が無いため除外している。  

※客観評価は、デジタル庁が公表している市町村別に偏差値化されたオープンデータを使用している。 

 

 

③ 住宅所有関係別世帯数 

住宅所有関係別世帯数の状況をみると、主世帯のうち昭和 45（1970）年では給与住宅が

66.0％で最も高く、持ち家は 19.0％、公営借家は 4.9％であったのに対して、令和２（2020）

年は公営借家が 51.3％で最も高く、持ち家は 46.8％、給与住宅は 0.8％となっており、50

年間で構成が大幅に変化しています。 

 

図 ３-3 住宅所有関係別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局）  
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令和２年の公営借家率 51.3％は、全道、中空知管内で最も高く、本市のみ半数を超えて

います。 

一方で民営借家率は 1.1％と、全道では初山別村に次いで低くなっています。 

 

図 ３-4 公営借家の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

 
図 ３-5 民営借家の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）  
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④ 地価 

令和６年の都道府県地価調査をみると、本市の地価は、最小が 1,650 円/㎡、最大は 2,150

円/㎡であり、平均 1,913 円/㎡となっています。 

中空知圏内で比較すると、平均値は上砂川町に次いで安く、平均値が最も高い滝川市よ

り、最大値で 12,250 円/㎡、最小値で 4,250 円/㎡安くなっています。 
 

図 ３-6 中空知圏内の都道府県地価（令和６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都道府県地価調査（国土交通省） 

 

 

⑤ ハザードマップ 

本市は、狭あいな山間を流れるペンケ歌志内川に沿って市街地が形成されていることか

ら、市街地内は土砂災害警戒区域や洪水浸水想定区域等の災害想定区域に指定されている

箇所が多くあります。 

 

図 ３-7 土砂災害警戒区域・洪水浸水想定区域（想定最大規模） 
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⑥ 世帯での自家用車所有状況 

市民アンケート結果によると、回答者世帯の 82.0％が自家用車を所有しており、所有台

数は「１台」が回答者の 43.2％、「２台以上」は 36.4％となっています。 

自家用車を所有していない 18.0％の回答者年齢をみると「70 歳以上」が 82.9％で大半を

占めています。 

 

図 ３-8 世帯での自家用車所有状況    図 ３-9 自家用車を所有していない世帯の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ インターネットの利用環境 

市民アンケート結果によると、インター

ネットを利用できる機器（複数回答）は、

「スマートフォン」が 69.7％で最も高く、

以下、「パソコン」38.5％、「タブレット」

21.9％などとなっています。また、「持っ

ていない」は 15.7％です。 

年齢別にみると、70 歳以上は 27.5％が

インターネットを利用できる機器を一つ

も持っていません。 

 

図 ３-11 年齢別インターネットを利用できる機器の所有状況 

 

 

 

  

324 (69.7%)

179 (38.5%)

102 (21.9%)

80 (17.2%)

72 (15.5%)

73 (15.7%)

5 (1.1%)

0% 20% 40% 60% 80%

スマートフォン

パソコン

タブレット

ゲーム機

携帯電話（ガラケー）

持っていない

その他

n=465

１台

43.2%
２台以上

36.4%

台数不明

2.4%

有

82.0%

無

18.0%

n=461

図 ３-10 インターネットを利用できる機器（複数回答） 
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⑧ 財政状況 

地方公共団体の財政力を示す指数である財政力指数をみると、令和５年度は、0.10 であ

り、道内市町村平均である 0.27 を下回るとともに、中空知管内では最も低くなっています。 

 

図 ３-12 財政力指数（令和５年度）の状況【道内市町村平均：0.27】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「財政力指数」地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年

間の平均値。 財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 

資料：地方公共団体の主要財政指標一覧（令和５年度決算）（総務省） 

 

平成 14 年度以降の地方債残高の推移をみると、平成 17 年度の 90 億円を境に減少を続

け、令和５年度は 27 億円となっています。 

 

図 ３-13 地方債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市町村別決算状況調（総務省） 
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（２）市民の評価と意向 

まちづくりの評価や意向を把握するため、市民や歌志内学園生徒（以下、「学園生徒」と

いう。）を対象にアンケートを実施、また、市民と若手職員による「まちづくり市民会議」

にてワークショップを実施しました。 

 

① 歌志内市の住み心地満足度（アンケート） 

歌志内市の住み心地についての満足度は、満足傾向（「満足」と「まあ満足」の合計）が

32.6％、不満傾向（「やや不満」と「不満」の合計）は 28.5％であり、満足傾向が不満傾向

を 4.1 ポイント上回っています。 

令和元年度に実施した調査結果（以下「R1 調査」という。）と比較すると、満足傾向は

7.9 ポイント増加、不満傾向は 12.1 ポイント減少しており、満足度が高くなっています。 

また、学園生徒アンケートでは、市民アンケート結果と比較すると、満足傾向が 26.2 ポ

イント上回るとともに、「不満傾向」は 16.7 ポイント下回っています。 
 

図３-14 住み心地満足度（R1 調査との比較）     図３-15 住み心地満足度（学園生徒）      

 

 

 

 

 

 

 

② 歌志内市の良いところ（特徴）（アンケート） 

歌志内市の良いところ（特徴）

（複数回答）は、「自然の豊かさ」

が 55.7％で最も高く唯一半数を超

えています。以下、「スキー・温泉・

雲海などの観光」が 34.2％、「高齢

者福祉の充実さ」が 21.6％などと

なっています。 

年齢別にみると、30 歳代～50 歳

代では、「自然の豊かさ」に次いで

「子育て支援の充実さ」が高くな

っています。 

 

③ 子育て応援タウンに関する満足度（アンケート） 

本市が取り組んでいる子育て応援タウンに関する満足度は、満足傾向が 25.5％、不満傾

向は 9.5％であり、満足傾向が不満傾向を 16.0 ポイント上回っています。 

R1 調査と比較すると、満足傾向が 7.2 ポイント増加し、「わからない」の回答が 10.0 ポ

イント減少していることから、子育て関連施策が浸透し評価されていることが伺えます。 

  

32

(7.3%)

22

(6.4%)

111(25.3%)

63 (18.3%)

167(38.0%)

116(33.7%)

81

(18.5%)

70 (20.3%)

44

(10.0%)

70(20.3%)

4

(0.9%)

3

(0.9%)

0% 25% 50% 75% 100%

R7

調査

R1

調査

満足 まあ満足 ふつう やや不満 不満 わからない

満足

23.5%

まあ満足

35.3%

ふつう

29.4%

やや不満

5.9%

不満

5.9%

243 (55.7%)

149 (34.2%)

94 (21.6%)

86 (19.7%)

79 (18.1%)

70 (16.1%)

46 (10.6%)

42 (9.6%)

36 (8.3%)

26 (6.0%)

25 (5.7%)

25 (5.7%)

54 (12.4%)

7 (1.6%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自然の豊かさ

スキー・温泉・雲海などの観光

高齢者福祉の充実さ

治安及び防犯上の安全性

子育て支援の充実さ

ゆとりある閑静な居住環境

教育環境の充実さ

炭鉱などの歴史・文化

良好な地域コミュニティ

良好な景観

買い物や通院などの利便性

コンパクトなまち

特にない

その他

n=436

図 ３-16 歌志内市の良いところ（特徴）（複数回答） 
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図 ３-17 子育て応援タウンの満足度【R1 調査との比較】 

 

 

 

 

 

④ 今後の居住意向（アンケート） 

今後の居住意向については、約６割が市内への居住意向を持っている一方で、約２割が

市外への転居を考えています。 

R1 調査と比較すると、市内への居住意向が 10.8 ポイント減少している一方で、「わから

ない」は 8.3 ポイント増加しており、安心して住み続けられる環境が求められています。 
 

図３-18 今後の居住意向（R1 調査との比較） 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、30 歳代以下は「住み続けたいと思う」または「市内の他の地域へ移り

たい」より「いずれは他の市町村に移りたい」または「すぐにでも他の市町村へ移りたい」

が上回っており、若者世代の定住促進が求められています。 
 

図３-19 年齢別今後の居住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学園生徒アンケートにおける、社会人にな

った時の歌志内市への居住意向については

「いずれは他の市町村に移りたい」が 38.9％

で最も高くなっています。 

一方で、「今後も住み続けたい」が 11.1％、

「進学などで歌志内市を離れるだろうが、そ

の後歌志内市に戻りたい」が 22.2％であり、

33.3％は将来的な居住意向を持っています。  
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⑤ 将来の歌志内市のイメージ（アンケート） 

将来の歌志内市のイメージとしてふさわしいと考えるもの（複数回答）は、「高齢者や障

がい者などすべての人が安心して暮らせる福祉のまち」が 59.6％で最も高く唯一半数を超

えています。 

以下、「子どもを安心して生み育てられる子育て支援が充実した子育て応援のまち」が

42.0％、「事故や犯罪が少なく、災害に強い安全なまち」が 33.9％などとなっています。 

 

図３-21 将来の歌志内市のイメージとしてふさわしいと考えるもの（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 人口維持のために市として取り組むべき必要な施策（アンケート） 

人口維持のために市として取り組むべき必要な施策（複数回答）は、「産業の育成・雇用

の創出」が 36.6％で最も高く、以下、「子育て世帯・若年世帯向けの民間賃貸住宅の確保」

が 32.2％、「住宅取得に関する支援」が 26.3％などとなっています。 

 

図３-22 人口維持のために市として取り組むべき必要な施策（複数回答） 
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すべての人が安心して暮らせる福祉のまち

子育て支援が充実した子育て応援のまち

事故や犯罪が少なく、災害に強い安全なまち

医療体制や健康づくりの充実した健康のまち

市街地の整備が行われ、快適に居住できる暮らしのまち

多くの人が訪れ、賑わいのある観光のまち

さまざまな産業の活動が行われる産業のまち

身近な自然に親しめ、地球にやさしい環境共生のまち

地域活動やボランティア活動などが盛んな市民活動のまち

市民の力で自主的にまちづくりを進める市民自治のまち

芸術・文化活動、スポーツ活動の盛んな文化・スポーツのまち

学習環境が整い、多様な人材が育つ教育のまち

国際交流が活発で、外国人市民が暮らしやすい国際化のまち

その他

n=445
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子育て費用に関する支援

観光誘客促進

移住希望者に対する相談体制・コーディネートの強化

まちの情報発信強化

まちのブランド化

出産に関する支援

インターネット環境の整備

住宅に関する情報発信強化

婚活イベント等の開催

大学との連携による交流学生の受け入れ増加

人口維持のための施策は要らない

その他

n=410
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⑦ 将来像の実現に向けて必要な取組（まちづくり市民会議） 

まちづくり市民会議（市民 18 名、計４回開催）では、大きく「まちづくりの将来像」と

「将来像の実現に向けて必要な取組」についてワークショップを行いました。 

「将来像の実現に向けて必要な取組」は、４つの視点から以下が示されています。 

 

表３-2 将来像の実現に向けて必要な取組（まちづくり市民会議） 

視点 必要な取組・概要 

Ａ 

観光・福祉など

歌志内の産業

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高齢になった時でも不安なく過ごせるまちづくりが重要、観光＋福祉の発展に取り組む。 

●「市民が主役」の観光づくりを進める。（例：なんこの料理に詳しい、炭鉱の歴史に詳しい

方のツアー） 

●観光に関われる可能性がある市民の情報は町内会長等と連携、市役所が取りまとめ 

●福祉では、例えば、草刈りや除雪・屋根の雪下ろし、電球交換など助けるボランティア団体

を立ち上げ 

●ボランティアは市内外の地域貢献をしたい企業や個人、対象は市内の高齢者であり、窓口

は市役所や社協 

 

Ｂ 

歌志内の 

将来デジタル

まちづくりに

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●デジタル化の実現に向けては、情報発信するための土台が第一であり、次にデジタル人材

がいないとデジタルを活用できない。 

●国の補助金等を活用して両方を整備したうえで、最後にデジタルを活用すると生活の向上

が生まれる。 

●電波が悪い等の状況では、デジタル化が難しいので、環境整備をすることで、テレワークや

転入者等に来ていただくことが可能となる。 

●デジタル人材発掘では、市民が市内に転入したデジタルに精通する方やアドバイザー、行

政で採用した地域おこし協力隊等から学習し、それぞれが相互作用して市全体でデジタル

を身近にすることが大切です。 

●デジタルを活用することによって、人口増加、子育て環境の充実、健康の環境充実が効果と

して挙げられます。 

 

＋

・市民による先生（ツアー）

取り組み 誰が？効 果

観光

福祉

優先順位

１

・困り事解消団体を立ち上げる

（草刈・除雪など）
優先順位

２

・市民が主役

・まちに愛着（愛情）

大切順

①

②

③

④

・高齢者が長く歌志内に住み続

けられる

・先生 →市民

・情報提供（こんな人がいますよ！） →市民（町内会長など）

・ツアーパッケージに組み込む →ツアー会社

・まとめる・窓口・情報収集 →役所

・お手伝いする人 →市内・外のボランティアをしたい人

（地域貢献をしたい人、企業・個人）

・お手伝いしてもらう人 →市内の高齢者

・窓口 →役所or社協

・市外からの興味関心が

増

・交流人口 増

共通最終目標

歌志内市にこのような事業を行える組織が立ち上がること

ŧ∞（優先順位）

ȰȡȨɔ

・デジタル知識の普及
・デジタルを身近なものに
・情勢のデジタル化推進
・デジタルの担い手を確保

行政、市民、地域おこし、
アドバイザー

・地域おこしの採用【行政】
・アドバイザーの確保

【市民・行政】
・学習機会の提供（参加型）

【市民】
・補助金活用

Ũ∞（優先順位） Ŧ∞（優先順位）

ȰȡȨɔ ǞǻǾ

・人口増加
・子育て環境の充実
・健康の環境の充実

・人の募集をデジタルで
（グーグルフォーム）

・健康観察をタブレットに
・人をつなげるものをデジタルへ
・教育（アナログの活用）

・魅力を伝える
・住みやすさがわかる
・地域外から来た人材を流入

・転入者、観光客
・テレワーク
・子ども

・テレワーク誘致
～その人から情報発信～

・子ども達を活用
～インスタetc ～

・外部の人を巻きこむ
（特産品の活用）

・電波環境を整える
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視点 必要な取組・概要 

Ｃ 

市民の幸福度

の向上につな

がるまちづく

りについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●健康がまず第一にあり、そこから幸せな気持ちを考えられる状況になる。 

●死ぬまで誰かと社会に接している状況で、笑顔があること、健康で「死ぬまで現役！」が幸

福の基盤になっている。 

●自分だけではなくみんなが幸せであることが大事であり、アンケートによって、市民一人

ひとりの幸福を確認することが大切である。 

●イベントは、市民が笑えるきっかけを作ったり健康づくりのきっかけを作ることができる。 

●市民が主体でありつつ、行政が手助けするようなサポートの形が理想である。 

 

Ｄ 

子どもも高齢

者も誰もが歌

志内に住み続

けてもらうた

めのまちづく

りについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「利便性の高いまちづくり」「人と人のつながりが強いまちづくり」「コスパのよいまちづ

くり」の３つで進めることが重要。 

●歌志内市は財源が限られており、人口減少も進むなかで、費用対効果を重視することが必

要であり、SNSを使って住み続けてもらうための情報発信に活用することが効果的 

●以下に示す具体的なまちづくりは、３つの方向性のそれぞれが合わさり総合効果を生む。 

・買い物支援           ・子育てカフェや地域カフェ（市民保育） 

・空き家のリノベーション     ・デイサービスの利用促進 

・簡易的なシルバー人材センター  ・あいさつ運動 

 

 

 

  

ȍɂɜȱ

Ð Ñ ǟǱǚ ¨
・笑顔、笑い→心
・社会的に幸せ（頼られる、やりがい）
・動く
・歌う

ȋɜȚºȱ

Ð Ñ ǊƷǀǖƾǄȅǗǂǾǒǴ
・運動会
・歌志内でしかできないオリジナル性
・音楽祭
・昔遊び
・スタンプラリー
・高齢者の活躍できる機会
・お手伝い会社（有料）

Ð Ñ ǡּל ǡ
・どんな事ができる人がいるのか

（をやっていただける・協力なのか）
・やりたい事
・やってほしい事
・コロナ前の復活してほしいイベント・企画
・市民のアンケートを集める七夕（匿名）と

クリスマス（年２回）

□

□

□双方

¤ Ǜ ǡ
ボランティア団体

¤ ǡ
市、学校、社協、こども園

行 政市 民
・知恵と経験
・ボランティア団体創設
（マッチングさせる窓口）

ǟǱǚ ¨

ɇȬȪɜș

参加型行事
見学型行事

お手伝い会社（有料）

市民マラソンが
再開してほしい。

犬の散歩で
あればお手伝い

できます

・場所
・七夕
・クリスマスツリー
・アンケートを募る

→市役所、社協、学校、公民館

治安が良いまち

ＳＮＳ

市民保育
空家の

リノベーション

空家の流通強化

買い物支援

市民ボランティア

③

①

②

ӡ ǡ ƷǱǔǘǂǽ

Ӣ Ǜ ǛǡǗǝƿǽƿ ƷǱǔǘǂǽ

ӣ ȜȢȺǡǻƷǱǔǘǂǽ

効

果

費 用

効果 大

費用 小 効果 大

費用 大

効果 小

費用 大

費用 小
デイサービス

利用促進
あいさつ運動

簡易
シルバー

人材
センター
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（３）総合戦略に向けた基本的な考え方 

本市は、今後も人口減少・高齢化が進行することから、人口減少に適応しながら、本市

の特性を活かし、魅力あるまちを創生していくことが重要であるといえます。 

このことを市民とともに基本認識として共有するとともに、以下の４つを総合戦略に向

けた基本的な考え方として、各分野が連携し、一体となって取り組みます。 

 

① 安心して暮らし続けられる環境の形成 

〇 現在の市街地規模では、人口密度の低下が一層進んでしまう状況であり、インフラの

維持管理が人口密度の低下によってコストが増大し困難になる可能性があります。また、

市街地内には、洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の災害想定区域が指定されてお

り、災害の激甚化への対策が急務となっています。今後は、コンパクト化をこれまで以

上に計画的かつ迅速に進めていく必要があり、公共施設等の複合化・集約化や広域連携、

市営住宅の計画的な移転集約化など、市民協力を得ながらのスマートシュリンク（戦略

的集約）が重要となります。 

〇 人口減少下においては、人口減少対策に重点を置くだけではなく、人口が減少してい

くなかにおいても、市民一人ひとりが幸福度（Well-Being）の高いまちの実現を目指す

とともに、その持続可能性を高めていくことが、より一層重要となっています。 

 

② 歌志内の特性を活かした稼ぐ力の醸成 

〇 アンケート調査による歌志内市の良いところ（特徴）では、「自然の豊かさ」、「スキー・

温泉・雲海などの観光」が高くなっています。神威岳周辺の自然景観や雲海など、本市

の自然は今後の観光・産業において最も大切にすべきものであるといえますが、観光入

込客数はコロナ禍以前まで回復していない状況です。 

〇 アンケート調査による将来の歌志内市のイメージとしてふさわしいと考えるものは、

「高齢者や障がい者などすべての人が安心して暮らせる福祉のまち」が 59.6％で最も高

く唯一半数を超えています。また、人口維持のために市として取り組むべき必要な施策

では、「産業の育成・雇用の創出」が 36.6％で最も高くなっています。 

〇 本市の自然を活かした観光、高齢化率が半数を超える特性を踏まえた高齢者が安心し

て暮らし続けられる福祉産業の充実など、本市の特性を活かした産業の醸成を図ること

が重要です。 

 

③ まちの魅力の発信と関係人口の活用による移住定住の促進 

〇 アンケート調査による現行計画で取り組んできた子育て応援タウンに関する満足度は、

前回調査に比べて満足傾向が約７ポイント増加し、子育て支援施策が一定の評価をされ

ていることが伺えますが、今後の居住意向について、30 歳代以下は他市町村への移転意

向が市内の居住意向を上回っていることから、これまでの子育て支援施策などは継続す

る一方で、更なる定住対策とともに、本市での生活の魅力を分かりやすく発信していく

ことが重要です。 

〇 公営借家率は全道で最も高い一方で、民営借家率は全道で２番目に低いなど住宅供給

に偏りがあり、アンケート調査による人口維持のために取り組むべき必要な施策では、

「子育て世帯・若者世帯向けの民間賃貸住宅の確保」が約３割を占めていることから、
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各世代のニーズに対応した住宅供給を促進する取り組みが急務となっています。 

〇 高齢化率が 53.3％と全道で最も高く、高齢者人口が生産年齢人口を上回っている本市

においては、既存の福祉サービスや町内会等だけでなく、関係人口を活用するなど新た

な仕組みによる地域運営組織の設立が重要であり、本市のニーズに沿った地域運営組織

の設立に向けた市民の意識醸成と人材の確保、行政のサポート等、市民と行政の協働に

よるまちづくりを行うことが必要となっています。 

 

④ デジタル技術の活用と多様な連携の構築 

〇 今後も、社会経済全体が不可逆な流れとしてデジタル化へ移行するなかで、交通、医

療、行政等、さまざまな場面で DX1（デジタル・トランスフォーメーション）を進めるこ

とが不可欠となっていることから、高齢者も含め市民の快適な暮らしに資するようなデ

ジタルの活用を積極的に取り入れていくことが重要となっています。 

〇 本市が持続的に安定したまちづくりを行っていくためには、自治体、企業、大学など

さまざまな分野との連携を行っていくことが大切です。 

  

 
1 DX（Digital Transformation）： 

デジタル技術の活用による新たな商品・サービスの提供、新たなビジネスモデルの開発を通して、社会制度
や組織文化なども変革していくような取り組み。 
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３ 目指すまちの姿とそれに向けた戦略 

人口ビジョンで目標とした人口を達成するため、目指すまちの姿とそれに向けた戦略を

以下のように定めます。 

 

（１）目指すまちの姿 

本市の最上位計画である、「歌志内市総合計画」においては、人口減少が進み、高齢化率

が半数を超える状況においても、誰もが安心して暮らし続けられるまちを形成するため、

市民一人ひとりがそれぞれ自分らしく、主役となって“協同”して“協働”しながら、笑顔あふ

れ、幸せを実感でき、ウェルビーイング（Well-being）が向上するようなまちづくりを目指

し、基本理念【目指すまちの姿】を「主役はみんな “きょうどう”でつながる 笑顔あふれ

るまち」としています。 

本計画の目指すまちの姿は、「歌志内市総合計画」と将来像を共有し、連携しながら取り

組むことが重要であることから、「歌志内市総合計画」と同じ「主役はみんな “きょうど

う”でつながる 笑顔あふれるまち」とします。 
 

 

 

 

 

（２）戦略の柱と数値目標の設定 

「目指すまちの姿」の実現に向けて、地域における幸福度・生活満足度の向上を数値目

標に設定します。 

また、次の戦略の柱ごとに数値目標（後述）を設定し、効果的・戦略的な施策展開を進め

ます。 

 

図 ３-23 目指すまちの姿の実現に向けた数値目標の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ᵸᶝᶀᶍ  

ᶎᶞᶲᶉ ᴾᵬᶦᵥᶈᵥᴿᶆᶃᶉᵫᶪ ᵡᶔᶫᶪᶝᶀ 

ᵸᶝᶀᶍ  

 

 

 指 標（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

自分自身の幸福度（6.3） 6.3 より高い 

近所の人々の幸福度（6. 0） 6. 0 より高い 

暮らしている地域の暮らしの満足度（6. 0） 6. 0 より高い 

 

ᶎᶞᶲᶉ ᴾᵬᶦᵥᶈᵥᴿᶆᶃᶉᵫᶪ ᵡᶔᶫᶪᶝᶀ 
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（３）戦略の柱 

 

戦略の柱１ 安心して暮らせる環境をつくる 

 

きめ細やかで少人数に対する子育て支援や教育の実現とともに、市内企業・団体等が連

携して「働きがい」と「働きやすさ」の確保に向けた取り組みを進め、若者・女性に選ばれ

るまちづくりを進めます。 

また、本市では、人口減少に合わせてコンパクト化を推進しているところですが、子ど

もから高齢者まで誰もが安心して暮らし続けられる生活環境の維持を図るとともに、地域

運営組織の構築を図り、共助による住み続けられるまちづくりを進めます。 

 

 

戦略の柱２ 歌志内ならではの産業による稼ぐ力を高める 

 

本市の観光・文化・自然などの地域資源に付加価値をつけ、稼ぐ力を高めるとともに、

再生可能エネルギーの地産地消など新たな産業の創出などを図ります。 

 

 

戦略の柱３ まちの魅力を高め、人の流れと支え合う環境をつくる 

 

本市の魅力や取り組みに共感してもらえるよう、関係人口の創出・拡大を図るほか、移

住促進に向けた支援の充実を継続します。 

 

 

戦略の柱４ 持続可能な都市経営の基盤をつくる 

 

市民の生活向上に資するデジタル技術の活用を図るとともに、多様な連携を図り、持続

可能なまちの基盤を構築します。 
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図 ３-24 施策の体系 

 

 

 

戦略の柱 主な施策 具体的事業 

１ 安心して暮らせる 

  環境をつくる 

１．オンリーワンの子育て・ 

  教育環境の実現 

少人数に対する質の高い子育て・教育環境の 

形成 

魅力的で充実した子育て・教育支援 

２．魅力ある働き方・ 

職場の創出  

若者・女性等多様な人材に選ばれる働き方・ 

職場の創出 

地域で活躍する人材の育成 

３．安全・安心な住環境の 

  形成  

まちのコンパクト化 

定住促進に向けた支援の充実と環境整備 

生活必需サービスの維持・確保 

４．地域共生社会の構築 
地域運営組織の構築 

地域のサービス拠点づくり 
    

２ 歌志内ならではの 

  産業による 

  稼ぐ力を高める 

１．地域資源を活かした 

  産業の高付加価値化 

観光サービス産業の高付加価値化 

地域資源を活かした食品・製品の高付加価値化 

炭鉄港・自然景観など地域資源を活かした 

取組推進 

中小企業への支援強化 

再生可能エネルギーの地産地消 
    

３ まちの魅力を 

高め、人の流れと 

支え合う 

  環境をつくる  

１．移住の更なる促進 

移住促進策の強化 

移住者に対する経済支援 

地域おこし協力隊制度等の積極的活用 

２．関係人口の創出・拡大 

若者等との交流促進 

多様な人材の活用 

二地域居住等の促進 

関係人口を可視化する仕組みの構築 
   

４ 持続可能な 

  都市経営の基盤を 

  つくる 

１．デジタルなどの活用  

デジタルを活用した情報発信等の強化 

生活サービスのデジタル活用 

デジタル技術の利活用に向けた環境整備 

２．多様な連携の促進  
多様な広域連携の推進 

官民連携・連携協定等の推進 

  

ᵸᶝᶀᶍ   ֹ ᶎᶞᶲᶉ ᴾᵬᶦᵥᶈᵥᴿᶆᶃᶉᵫᶪ ᵡᶔᶫᶪᶝᶀ 
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４ 目標と主な施策 

本市の目指すまちの姿と目標人口の実現に向けて、戦略の柱ごとの施策を示すとともに、

「数値目標」及び「重要業績評価指標（KPI）」を設定し、計画的な事業展開を図ります。 

 

戦略の柱１ 安心して暮らせる環境をつくる 

（１）数値目標 

数値目標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

出生数 ８人（令和６年） ８人（令和 12年） 

子育て環境の満足度（アンケート調査） 

（就学前） 
53.2％ 65.0％ 

子育て環境の満足度（アンケート調査） 

（前期課程） 
51.7％ 65.0％ 

 

   

（２）主な施策 

１－１．オンリーワンの子育て・教育環境の実現 

本市には、周辺市町と比較して子育て支援が充実していると評価する声もある一方で、

アンケート結果では、子育て世代の居住意向割合が低い状況です。 

本市では、０歳から学園生徒まで、充実した子育て支援のほか、少人数であることによ

る一貫したきめ細やかな子育て・教育を提供できることから、これらの特徴を活かしなが

ら、オンリーワンの子育て・教育環境の実現を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

少人数に対する質の高
い子育て・教育環境の形
成 

①子育ての仲間づくりや地域での育児支援体制づくりを進める。 

②認定こども園の運営、延長保育、一時預かり、子育て支援セン

ター、子ども家庭センターなどの充実に取り組む。 

③こども誰でも通園制度に取り組む。 

④保育園留学事業に取り組む。 

⑤より質の高い授業を受ける環境を整えるため市費による教員

確保（複式学級の解消）に努める。 

⑥児童・生徒が一度帰宅せずともこども未来地域交流センター内

にある児童館や図書館を有効活用できる仕組みをつくる。 

■子育てサークル等々の連携 

魅力的で充実した 
子育て・教育支援 

①不妊治療費と特定不妊治療時の交通費を助成し、不妊に悩む方

の経済的負担の軽減を図る。 

②総合（包括）的に妊娠・出産の支援を行う。 

③健診・予防接種費用助成、子育て用品のレンタルや購入費の助

成、おむつ処理用ごみ袋の配付、医療費の無料化など、経済的

子育て支援を充実する。 

④ひとり親家庭の生活安定のための貸付制度の利用を促進する。   
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重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

こども園利用者数 34人 30人 

保育園留学世帯数 事業未実施 30世帯 

児童・生徒数 60人 60人 

 

 

１－２．魅力ある働き方・職場の創出 

若者や女性等が「働きがい」と「働きやすさ」を持てるよう、行政を含めた雇用環境の整

備を図ります。 

また、学校教育や生涯学習等において、本市の魅力を積極的に発信し、本市に愛着を持

ち、活躍する人材の育成を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

若者・女性等多様な 
人材に選ばれる働き方・
職場の創出 

①市内企業・団体の連携を強化し、副業・兼業の推進など相乗的・

効果的な取り組みを促進する。 

②若者等の起業に向けた支援を推進する。 

③行政職員における業務効率化を図るための AI システム導入の

検討や、男性の出産・子育て休暇の取得など働きやすい環境整

備を推進する。 

④男性（夫）・家族・地域、職場などにおける女性の出産・育児

に対する意識改革を進めるための啓発活動や情報提供を行う。 

■商工会議所等の連携 

地域で活躍する人材の
育成 

①地域ぐるみで学校を支援するため、コミュニティ・スクール（学

校運営協議会制度）事業の充実を図る。 

②市の主要産業であった石炭産業の歴史、他世代交流など、市の

地域資源を活かした学校教育・生涯学習等を推進する。 

③ヤマメ放流を通して未来を担う子どもたちの環境教育を実施

する。 

■町内会等との連携 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

新規創業・誘致件数（年間） ０社 １社 
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１－３．安全・安心な住環境の形成 

人口減少に合わせて、まちをコンパクト化し、良好な住環境を形成するとともに、いつ

までも本市で安心して暮らし続けられるよう、生活必需サービスの維持を図りながら、定

住の促進を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

まちのコンパクト化 

①災害想定区域内や道道から離れた住宅等をできるだけ居住誘

導区域内に誘導し、土地の有効活用を含めたコンパクト化を推

進する。 

②耐用年数を超過した老朽化市営住宅は用途廃止し、計画的に解

体除却を進める。 

③市街地のコンパクト化に向けた住宅の住み替え支援を検討す

る。 

④空き家バンク制度の見直しを適宜行い、良質な空き地・空き家

について定住希望者へ情報提供できるよう改善を図る。 

⑤歌志内市強靱化計画を指針とし、大規模自然災害等に備えたま

ちづくりを推進する。 

⑥老朽化への対応及び防災拠点としての整備など、市庁舎のあり

方について検討する。 

⑦エゾシカ・ヒグマ等野生動物について、猟友会や警察と連携し

被害の防止を図る。 

定住促進に向けた支援
の充実と環境整備 

①若者・子育て・退職世代など幅広い世代のニーズに沿った定住

促進制度の検討を進める。 

②住宅購入・建設に対する助成制度を継続する。 

③居住ニーズに対応した公的賃貸住宅のあり方を検討する。 

④子育て世代に向けた公的賃貸住宅のあり方を検討する。 

⑤既存市営住宅内にて高齢者、障がい者、若年世帯、子育て世代

とのミックスコミュニティの形成に向け、検討を進める。 

⑥一定の条件に合致する空き家の無償譲渡を受け、リノベーショ

ンしたうえで賃貸する等の仕組みを検討する。 

⑦民間事業者や起業検討者による空き家活用などの検討を進め

る。 

⑧新たな分譲地造成や民間賃貸住宅誘致について、調査を実施す

る。 

生活必需サービスの 
維持・確保 

①現行の公共交通機関を維持しつつ、より快適な公共交通の仕組

みについて研究する。 

②スーパー・医療・介護の持続可能な提供体制を確保する。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

市営住宅空戸率の減少 

( 空戸/( 管理戸数- 政策空家戸数))  
8.7%（57/(1,126 - 472)） 5.0％ 

子育て向け住宅戸数 ０戸 ８戸 

市内運行バス路線（歌志内線）の維持及

び便数の確保 
1 路線 12便/ 平日 1 路線 12便/ 平日 

  



60 

１－４．地域共生社会の構築 

高齢化が進み、働き手が不足するなかで、既存の町内会等の枠組みを超えた、市民同士

が互いに助け合う、新たな地域運営組織が重要であることから、組織の構築を図るととも

に、ボランティア等の活動場所や、交流イベントを行う地域のサービス拠点の形成を目指

します。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

地域運営組織の構築 

①地域運営組織設立に向けて、研修会等により意識の醸成を行

い、事業の立ち上げ・運営を事務的・経済的に支援する。 

②地域運営組織を主体とした、市民との協働によるイベントやボ

ランティア体制の構築を進める。 

③行政が窓口となっている業務の一部を移管するなど地域運営

組織の活用を推進する。 

■社協、商工会議所との連携 

地域のサービス拠点 
づくり 

①ボランティア活動、交流イベント等の各種サービス提供、活動

場所の提供（空き店舗活用などを含む）、家賃などの助成支援

に取り組む。 

②市民や観光客が集まる、こども未来地域交流センター、道の駅、

コミュニティセンターについては、主となる機能を活かした交

流拠点づくりを進める。 

■社協、商工会議所との連携 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

新たな地域運営体制（組織）の構築 無し 構築 

ボランティア活動登録者数 80人 90人 
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戦略の柱２ 歌志内ならではの産業による稼ぐ力を高める 

（１）数値目標 

数値目標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

ふるさと応援寄附金額 11,813 千円 15,000 千円 

   

 

（２）主な施策 

２－１．地域資源を活かした産業の高付加価値化 

本市は、道内有数の観光地である札幌市、旭川市、富良野市のほぼ中間に位置するとい

う優位性や、道内観光客が近年増加していることを鑑みながら、本市への観光客誘導に向

けた取り組みをより一層進めていきます。 

また、地域資源や、特産品の高付加価値化を図ることによって、地域資源の域内循環に

よる稼ぐ力をつけて、産業の活性化を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

観光サービス産業の 
高付加価値化 

①観光推進組織の組成に向け取り組みます。 

②観光産業の振興を推進するため、施設間連携及び人材の確保に

努める。 

③既存の観光資源や自然・地形などを活かした体験滞在型観光を

推進する。 

④観光客・来訪者等に対する宿泊・飲食・物販等の創業に向けた

支援を推進する。 

⑤市の特産品を道の駅で販売し、道の駅利用を促進する。 

⑥広域観光のネットワーク化を推進する。 

■商工会議所との連携 

地域資源を活かした 
食品・製品の高付加 
価値化 

①農業生産物の高付加価値化や販路拡大、新製品の開発等への取

り組みを支援する。 

②ふるさと応援寄附事業を活用し、本市の PRと返礼品の充実に

よって、寄附金の増加に取り組む。 

炭鉄港・自然景観など 
地域資源を活かした 
取組推進 

①道の駅や、悲別ロマン座、郷土館など観光・歴史・産業施設を

有効活用したイベント等の取り組みを推進する。 

②雲海や夕陽、星空などの自然景観を活かしたイベント等の取り

組みを推進する。 

中小企業への支援強化 
①地域経済の担い手となる中小企業に対するための支援を推進

する。 

■商工会議所等との連携 

再生可能エネルギーの
地産地消 

①広大な露頭掘り跡地等を活用した再生可能エネルギー発電施

設の整備など、再生可能エネルギーの地産地消に向けた産業の

創出を推進する。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

観光客入込客数 227,572人 300,000 人 
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戦略の柱３ まちの魅力を高め、人の流れと支え合う環境をつくる 

（１）数値目標 

数値目標 基準値（令和６年） 目標値（令和 12年） 

社会動態増減数 ▲24人 
▲16人/ 年 

（R8～R12平均） 

  

 

（２）主な施策 

３－１．移住の更なる促進 

本市では、これまで若者・子育て世代の移住促進に向けて、多様な支援策を行ってきま

した。今後も、若者・子育て世代が必要とする支援を十分に行い、更なる移住促進を図り

ます。 

また、地域おこし協力隊を最大限活用し、人材の確保と任期終了後の定住に向けた関係

構築を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

移住促進策の強化 
①移住相談体制の充実を図る。 

②北海道や空知管内と連携した、大都市圏における移住キャンペ

ーン等に参加する。 

移住者に対する経済 
支援 

①住宅取得奨励金の活用による移住・定住促進を図る。 

②UIJ ターンによる若者の移住者に対して、奨励金や奨学金返済

などを支援する。 

地域おこし協力隊制度
等の積極的活用 

①国の「地域おこし協力隊制度」等を積極的に活用し、地域づく

りを担う人材の確保と育成を図るとともに、任期終了後の定住

を促進する。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

移住・定住促進制度の利用件数 10件 延べ 45件 
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３－２．関係人口の創出・拡大 

人口減少下においても、さまざまな場面で大学生等色々な方と関わることは、地域の活

力の向上が図られるとともに、本市との関わりが将来の移住につながる可能性もあること

から、関係人口の創出・拡大に向けた取り組みを推進します。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

若者等との交流促進 
①学生のイベント・ボランティア等への参画や市民との交流を促

進する。 

■大学等との連携  

多様な人材の活用 

①大学等との連携により、大学の得意分野を活かしたまちづくり

や地域課題の解決に取り組む。 

②企業が興味を持つような地方創生事業を構築し、「企業版ふる

さと納税」による寄附をいただいた企業と良好な関係を築き、

交流・関係人口の増加を図る。 

二地域居住等の促進 
①ちょっと暮らし体験など、特定の期間に居住するための住居や

宿泊施設を確保し、二地域居住等を促進する。 

関係人口を可視化する
仕組みの構築 

①市外に居住する方で、本市と継続的に関わりを持つ方を見える

化する仕組みを構築するとともに、交流・関係人口の増加を目

指す取り組みを推進する。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

企業版ふるさと納税寄付件数（年間） ４件 ８件 
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戦略の柱４ 持続可能な都市経営の基盤をつくる 

（１）数値目標 

数値目標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

デジタル生活（地域幸福度指標：客観指

標偏差値（デジタル庁）） 
32.2 50 

  

 

（２）主な施策 

４－１．デジタルなどの活用 

デジタル社会が進展するなかで、さまざまな情報先へ多様な媒体を活用した情報発信を

積極的に行うとともに、デジタル技術の活用による市民生活サービスの向上を図ります。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

デジタルを活用した 
情報発信等の強化 

①自治体ポータルアプリなど ICT を活用した情報発信方法につ

いて調査・検討を進め、市民向けに防災情報や交通情報、イベ

ント、空き家情報、各種支援制度等をリアルタイムで分かりや

すく発信する。 

②ホームページや SNSなどを有効活用し、迅速かつ的確に、興味

を持たれるような情報発信・情報提供に努める。 

③観光情報のリアルタイム化や多言語化等による充実と観光客

による情報発信を推進する。 

■商工会議所、市民団体等の連携 

生活サービスの 
デジタル活用 

①75歳以上単身者世帯等で希望する方に、見守り端末「うたチャ

ン」を配付し、見守りの強化を図るとともに、地域情報を発信

する。 

②見守り端末「うたチャン」を活用した各種教室のライブ配信を

実施する。 

③電子カルテシステムの導入などにより医療ＤＸの推進を図る。 

④自治体フロントヤード改革の取り組みを検討し、行政サービス

のデジタル化による市民利用の利便性向上と職員の事務負担

軽減を図る。 

⑤行政業務効率化を図るための AI システムの導入に取り組む。 

⑥こども未来地域交流センター等の施設をより利用していただ

けるように、施設予約システムを導入する。 

⑦学童保育室、児童館等を利用する子どもたちの状況を保護者や

学校が確認できる入退所連絡システムを導入する。 

デジタル技術の利活用
に向けた環境整備 

①市内の主要施設における公共 Wi- Fi を整備する。 

②国などの制度を必要に応じて活用しながら、デジタル等のノウ

ハウを持つ専門家を市外から招き、地域人材の育成を促進す

る。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

見守り端末「うたチャン」の稼働率 事業未実施 90％ 
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４－２．多様な連携の促進 

人口減少が進み、財政がひっ迫するなかで、持続可能な都市経営に向けて、今後もさま

ざまな分野での広域連携、官民連携、大学との連携協定等を推進します。 

 

事業内容 

具 体 的 事 業 内 容 

多様な広域連携の推進 

①近隣市町や広域組織などとの連携を深め、行政事務の効率化と

住民サービスの向上を推進する。 

■定住自立圏との連携 

②共通の課題を抱える全国の自治体との連携を模索し地域課題

の解決を図る。 

官民連携・連携協定等の
推進 

①市民生活の向上、災害時への対応等に向けて民間企業や大学等

との連携を推進する。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

 重要業績評価指標 基準値（令和６年度） 目標値（令和 12年度） 

大学との連携分野 １分野 ２分野 
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第４章 計画の推進に向けて 

１ 計画の推進方針 

（１）さまざまな媒体を活用した情報発信 

本計画の推進にあたっては、市民にとって身近で分かりやすい情報発信を行い、施策に

対する浸透の促進に努めるとともに、子育て施策などの移住・定住関連施策や観光情報な

どについては、市外の多くの人に情報が届くように、多様な情報媒体を活用した、タイム

リーな情報発信をしていきます。 

 

（２）協働・連携による計画の推進 

本計画を効果的に推進するためには、市民や事業所など多様な主体による協働が不可欠

です。 

特に、人口減少が進むなかで地域の居住環境を維持するためには、地域住民同士が関わ

り合い、主体的に活動していくことがより一層大切になっています。まちづくりを「他人

ごと」ではなく「自分ごと」として捉え、互いに支え合い・協力しながら活動していくこと

が大切であることから、行政は積極的な情報提供と必要な支援を行います。 

 

（３）持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取り組みの推進 

本計画においては、各戦略の柱と SDGs 達成に向けた取り組みを関連付けながら、施策

を推進していきます。 

 

 

２ 総合戦略の進行管理 

（１）基本目標・重要業績評価指標の設定 

総合戦略の取り組みによる結果として、市民にどのような便益がもたらされたのか（ア

ウトカム）を示す指標を設定し、総合戦略の取り組みの進捗、達成の状況を評価するため、

基本目標・重要業務評価指標（KPI）を設定します。 

 

（２）PDCA による進行管理 

総合戦略においては、市民にも幅広く意見を聞きながら、取り組みの検証を行います。 

具体的には、PDCA サイクルに基づく進捗管理等は毎年度行うものとし、評価・検証内

容に応じて必要な見直しを行います。 

 

 

 

 

  



67 

資  料 

１ 上位計画の取組方針 

（１）地方創生に関する総合戦略（令和７年 12 月 23 日閣議決定） 

～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推進戦略～ 

計画期間 令和７～11 年度 

位置付け まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第８条第１項に規定する

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」として策定した「デジタル田園都市国家構想

総合戦略（2023 改訂版）」（令和５年 12 月 26 日閣議決定）について、同条第６

項の規定に基づき変更するもの。 

基本的 

方向 

「まち・ひと・しごと創生に関する目標」は、「地方創生 2.0 基本構想」で示した

とおりとする。 

政策目標

達成に 

貢献する

施策 

├  ếΜὊↄˢ132 ☼├ˣ 

・多様な地域資源をいかしたインバウンドの促進 

・伝統工芸品・地場産業の販路開拓等支援 

・文化観光や文化施設（博物館・劇場等）の振興 

・本社機能の地方移転・拡充の更なる促進 

・地域金融力の強化を通じた中小企業等の支援 

・産学官連携によるオープンイノベーションの推進 

・リスキリング支援                  等 

├  Τσ ᶨḕẽˢ118☼├ˣ 

・「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開 

・地域くらしサービス拠点の形成 

・広域的な連携によるインフラの老朽化対策 

・避難生活環境の整備 

・オンライン診療等による地域医療提供体制の維持・確保 

・事業者間の連携等による地域の介護・福祉サービス等の維持・確保 

・にぎやかで持続可能な地域づくりの推進        等 

├  ωϦϥ ˢ62☼├ˣ 

・地域の働き方・職場改革の推進 

・教育現場の意識改革の推進 

・女性の起業支援 

・高校生の「地域留学」の推進 

・学校と地域の連携・協働体制の構築等による人づくりの推進 

・ふるさと住民登録制度の創設 

・スモールコンセッションや空き家等を活用した二地域居住の推進 

・プロフェッショナル人材事業の展開 

・地方創生移住支援事業の展開             等 

⁯χ ᶤˢ19☼├ˣ 

・地方創生伴走支援制度 

・広域リージョン連携                  等 
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（２）地方創生 2.0 基本構想（令和７年６月 13 日閣議決定） 

位置付け 今後 10 年間を見据えた「地方創生 2.0」の方向性を提示する。 

目指す姿 「強い」経済と「豊かな」生活環境の基盤に支えられる多様性の好循環が「新しい

日本・楽しい日本」を創る 

①「強い」経済 

・自立的で持続的に成長する「稼げる」経済の創出により、新たな人を呼び込み、

強い地方経済を創出 

②「豊かな」生活環境 

・生きがいを持って働き、安心して暮らし続けられる生活環境を構築し、地方に新

たな魅力と活力を創出 

③「新しい日本・楽しい日本」 

・若者や女性にも選ばれる地方、誰もが安心して暮らし続けられ、一人ひとりが幸

せを実感できる地方を創出 

政策の 

５本柱 

(1)ӗ ΰο Φʺ ϣδϥ χ ᶨḕẽχ  

・日本中いかなる場所も、若者や女性が安心して働き、暮らせる地域とする。 

・人口減少下でも、地域コミュニティや日常生活に不可欠なサービスを維持するた

めの拠点づくりや、意欲と能力のある「民」の力を活かし人を惹きつける質の高

いまちづくりを行うとともに、災害から地方を守るための防災力の強化を図る。 

(2)ᴶΩ Ϭ‰ϛʺ ᴥᴣ ἷχ ΰΜ Ὂↄχ  

˙ ϱЛЦ˔Єдр   ˙ 

・多様な食、農林水産物や文化芸術等の地域のポテンシャルを最大限に活かし、多様

な「新結合」で付加価値を生み出す「地方イノベーション創生構想」を推進する。 

・構想の実現に向けて、異なる分野の施策、人材、技術の「新結合」を図る取組を

重点的に推進する。 

(3) ϞḼỘχ ╩˙▀Ḃᶘχ ӱ ʺ ◕ρ χῖ τϢϥ ˙ 

・過度な東京一極集中の課題（地方は過疎、東京は過密）に対応した人や企業の地

方分散を図る。 

・政府関係機関の地方移転に取り組むとともに、関係人口を活かして都市と地方

の人材交流を進め、地方への新たな人の流れを創出する。 

(4) Ⱳ χϱрТж ρ AIʾДЅЌиσςχ Ṫ χ ᶨ  

・GX・DX を活用した産業構造に向け、ワット・ビット連携などによる新時代のイ

ンフラ整備を面的に展開していく。 

・AI・デジタルなどの新技術を活用し、ドローン配送などにより地方における社会

課題の解決等を図り、誰もが豊かに暮らせる社会を実現する。 

(5)ῲӽз˔Ѕдр ὀ 

・都道府県域や市町村域を超えて、地方公共団体と企業や大学、研究機関などの多

様な主体が広域的に連携し、地域経済の成長につながる施策を面的に展開する。 
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（３）デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版） 

計画期間 令和５～９年度 

位置付け まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第８条第１項に規定する

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」として策定した「デジタル田園都市国家構想

総合戦略」（令和４年 12 月 23 日閣議決定）について、同条第６項の規定に基づ

き変更するもの。 

基本的 

考え方 

・「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。 

・デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、各地域の優良事例の横展開

を加速化する。 

・これまでの地方創生の取組についても、改善を加えながら推進する。 

施策の 

方向 

(1)ДЅЌиχ Ϭᶨ ΰθ χּזᵓᴿ ᵔὨʾ ΰ  

①地方に仕事をつくる 

・中小・中堅企業 DX、地域の良質な雇用の創出等、スマート農業、観光 DX 等 

②人の流れをつくる 

・移住の推進、関係人口の創出・拡大、地方大学・高校の魅力向上 等 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・結婚・出産・子育ての支援、少子化対策の推進 等 

④魅力的な地域をつくる 

・地域生活圏、教育 DX、医療・介護 DX、地域交通・物流・インフラ DX、防災

DX 等 

(2)ДЅЌиם χṁ Ὧ  

①デジタル基盤整備 

・デジタルインフラの整備、デジタルライフライン全国総合整備計画、マイナン

バーカードの普及促進・利活用拡大 等 

②デジタル人材の育成・確保 

・デジタル人材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル分野の重点

化、高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 等 

③誰一人取り残されないための取組 

・デジタル推進委員の展開、デジタル共生社会の実現 等 
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（４）北海道総合計画 

計画期間 令和６年度から概ね 10 年間 

位置付け 道が策定する計画のうち、最も基本となる計画であって、北海道行政基本条例に

基づき、長期的な展望に立って、道の政策の基本的な方向を総合的に示す。 

めざす姿 ・北海道の力が日本そして世界を変えていく 

・一人ひとりが豊かで安心して住み続けられる地域を創る 

政策展開

の 

基本方向 

ṁ ΰ 1 ∕ ṉτϢϥ  

・食：力強い農業・農村の確立/持続可能な水産業/道産食品の販路・輸出拡大 等 

・観光：世界トップクラスの観光コンテンツの確立/持続的に発展する観光地づくり 

・ゼロカーボン：ゼロカーボン北海道の着実な推進/再生可能エネルギーを活用し

た産業振興/林業・木材産業の健全な発展 等 

・デジタル：データセンターやデジタル関連企業の集積/半導体関連産業の振興 

・ものづくり・成長分野：ものづくり産業の振興/健康長寿産業の振興/宇宙航空産

業の振興 

・産業活性化・業種横断分野：スタートアップの創出・集積/企業立地の促進/産業

人材の育成・確保 等 

ṁ ΰ 2 ϜΥᴦ Ϭ ṉπΦϥּזᵓρӗ ʾӗ σΨϣΰ 

・子ども・子育て：子どもを産みたい、育てたいと考える個人の希望がかなう環境

づくり 等 

・教育・学び：成長段階に応じた質の高い保育・教育の提供/可能性を引き出す教

育の推進 等 

・医療・福祉：将来にわたり安心できる地域医療の確保/誰もが安心して暮らし続

けられる社会の形成 等 

・就業・就労環境：多様な働き手の労働参加の促進/安心して働ける就業環境の整備 

・中小企業・商業：中小・小規模企業の振興/地域商業の活性化 

・安全・安心：安全・安心な社会の形成/誰もが人権を尊重され活躍できる社会の

実現 等 

ṁ ΰ 3 ᶆ ӽχⱱ σ  

・地域づくり：連携・協働・交流による持続可能な地域づくりの推進/北方領土の

早期返還と隣接地域の振興 

・グローバル化：国際交流や協力の促進/多文化共生社会の実現 

・北海道の強靱化：大規模自然災害に対する脆弱性の克服/防災体制の確立 

・社会経済の基盤整備：戦略的・効率的な基盤整備の推進/道内外を結ぶ総合的な

輸送ネットワークの構築 等 

・自然・環境：豊かな自然の価値・恵みの保全、生き物と共生する社会づくり/ 

持続可能な循環型社会の形成 等 

・歴史・文化・スポーツ：アイヌの人たちの誇りが尊重される共生社会の実現/ 

スポーツを通じた健康で豊かな生活の形成 等 
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（５）北海道人口ビジョン（2024 年度改訂版） 

目的 北海道の人口の現状と将来の見通しを示し、人口減少をめぐる問題について広く

道民と認識を共有する。 

人口の 

将来の 

見通し 

・道が 2015 年度に策定した北海道人口ビジョン（以下、「旧人口ビジョン」）に

おいては、国に倣い、2030 年に出生率が 1.8、2040 年には 2.07 まで回復する

と仮定した場合、「2040 年で約 460～450 万人の人口を維持することが可能」

という将来の見通しを示し、施策を推進してきた。 

・しかしながら、旧人口ビジョン策定当時の 2015 年の人口 538.2 万人に比べ、

2023 年の人口は約 29 万人少ない 509.2 万人となっており、合計特殊出生率に

ついても、東京都に次ぎ全国で２番目に低い 1.06 となるなど、人口減少の大き

な流れを変えるには至っていない状況にある。 

・このため、φ βϥ ῢРЅдрψ、こうした現状を直視し、強い危機感を持っ

て対策を進めていくため、άϦϘπχ ῢ Ϭṁτ ὓήϦθּז ᾆτ

Ấΰʺᾝ χϘϘ ӱβϥρΰθ ›χ τΣΪϥ ῢχ χᾋ ΰϬꜘ

βάρρβϥʻ 

・άχὫᴮʺ2050 τΣΜοʺ ῢψ 382.0 ρσϥʻ 

・推計結果を踏まえ、危機的な現状と結婚・出産・子育てといった一人ひとりの希

望との乖離を縮小するとともに、地域の魅力を高め地域への人の流れをつくる

ため、自然減及び社会減の両面から人口減少の進行を緩和する取組を粘り強く

推進する。 

・また、現在より少ない人口でも道民の暮らしの安心を確保するために人口減少

社会に適応する取組を進め、「一人ひとりが豊かで安心して住み続けられる地

域」の実現を目指す。 
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（６）第３期北海道創生総合戦略 改訂版 

計画期間 令和７～11 年度 

目的 これまでの取組を基本に、長期的な視点に立って、切れ目なく人口減少対策を進め

るとともに、近年の社会経済情勢の変化にも対応できるよう、新たにを策定する。 

めざす姿 一人ひとりめざす姿 が豊かで安心して住み続けられる地域を創る 

＜戦略の２つの観点＞・自然減・社会減対策の両面から粘り強く継続的に取り組み、

ῢᾚ χІС˔ЖϬˮḜ ˯βϥḢ  

・現在より少ない人口で、活力ある社会・経済を構築する、

ῢᾚ ᵓτˮזּ ᴂ˯βϥḢ  

取組の 

基本方向 

︠τ ῢᾚ χ “χˮḜ ˯χḢ  

〇一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる 

広大な大地と恵まれた環境の中、結婚や妊娠・出産、子育ての希望をかなえ、

道民一人ひとりの可能性が発揮できる社会をつくる 

〇地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる 

移住・定住の促進や外国人材が安心して働き、暮らすことのできる環境の整

備、本道独自の自然・歴史・文化の発信などにより地域への人の流れをつくる 

︠τ ῢᾚ ᵓϒχˮזּ ᴂ˯χḢ  

〇安心して暮らせる豊かな地域をつくる 

個性的な自然・歴史・文化・産業等を有する多様な地域において、新たな技術

や仕組みを取り入れながら、人口減少下においても将来にわたり、安心して暮

らし続けることのできる地域をつくる 

〇潜在力を活かした産業・雇用をつくる 

本道の特性や食、観光、再生可能エネルギーなどの北海道の潜在力を最大限

に発揮し、力強い経済と生き生きと働くことのできる就業の場をつくる 

〇多様な連携により地域の活力をつくる 

地域の枠を越えた連携・協働や、北海道に想いを寄せ、応援する多くの方々の

知恵と力を取り込み、地域の活力をつくる 

重点戦略

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

[GXʺAI-DX]͍ʽGX ├ρ AI-DX ḩ ▀Ộ ├ρχԁ ᵫФкЅϴϼЕ 

再生可能エネルギーを起点とした GX 政策と AI-DX 関連産業政策の一体的な取

組を展開し、「まち」、「ひと」、「しごと」の３本の柱においても、デジタル技

術を徹底活用することで、省力化や地域課題の解決につなげる取組を進める。 

[Ϙ  κ]͎ʽ ϜΥӗ ΰο ϣδϥϘκξΨϤФкЅϴϼЕ 

長期的に人口減少が続くことが見込まれることを踏まえ、地域の暮らしを支え

る医療・福祉、教育、商業、交通などの都市機能や生活必需サービスの持続を図る

とともに、ライフステージに沿った切れ目のない支援の強化や働き方改革など、

少子化対策の加速に向けた取組を進める。 

[ϋ  ρ]͏ʽϋρϬӾϙʺ Ϊ Ϧʺ τνσΩϋρξΨϤФкЅϴϼЕ 

豊かな人生を切り拓くための教育環境の整備や、地域創生の担い手となる人材

の育成等を進めるとともに、産業人材の育成・確保や誰もが安心して働ける環境

づくり、さらには、移住・定住の促進などを通じた多様な主体の連携・協働によ

る、持続可能な地域づくりに向けた取組を進める。 

[ΰ έ ρ]͐ʽᴦ Ϭ‰ϛʺ βϥΰέρξΨϤФкЅϴϼЕ 

国際情勢に適切に対応しながら、食やエネルギーといった本道のポテンシャル

を最大限に発揮し、半導体・デジタル関連産業の振興など新たな需要を取り込む

とともに、デジタル化による生産性向上や高付加価値化のほか、中小・小規模企業

の経営基盤の強化など、足腰の強い地域経済の構築に向けた取組を進める。 
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２ 地域幸福度（Well-Being）指標の概要 

（１）地域幸福度（Well-Being）指標の概要 

ウェルビーイング（Well-being）とは、身体的・精神的・社会的に良好な状態にあること

を言い、デジタル庁では「地域幸福度（Well-Being）指標」を公表しています。 

「地域幸福度（Well-Being）指標」とは、客観指標と主観指標のデータをバランスよく

活用し、市民の「暮らしやすさ」と「幸福感（Well-being）」を指標で数値化・可視化した

ものです。 

「地域幸福度（Well-Being）指標」によって、地域における幸福度・生活満足度を、まち

に関する主観・客観評価から俯瞰することが可能となります。 

今回は、デジタル庁の「地域幸福度（Well-Being）指標」を活用し、主観指標（アンケー

ト調査）による地域における幸福度・生活満足度を計る３つの設問と、主観指標（アンケ

ート調査）及び客観指標（オープンデータ）による３つの因子群(“生活環境”、“地域の人間

関係”、“自分らしい生き方”)に基づき、市民の幸福の因子・要因を検討します。 

 

図 0-1 地域幸福度（Well-Being）指標の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域幸福度（Well-Being）指標（デジタル庁）を参考に編集 

 

 

  

╓ǞƽǄǾ ¤ 

 

ǱǔǞ ǌǾ 

¤  לּ

Q1．現在、あなたはどの程度幸せですか？（地域の幸福） 

Q2．あなたの近所の人々は、どの程度幸せだと思いますか？（地域の幸福） 

Q3．現在、あなたの住んでいる地域の暮らしにどの程度満足していますか？ 

（生活満足度） 

ŨǗǡ╣  ※因子群は合計 24のカテゴリーに細分化されます。 

主観指標【アンケートによる主観データ】 

客観指標【オープンデータによる客観データ】 
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（２）客観指標のカタログ 

地域幸福度（Well-Being）指標のうち、客観指標のカタログは以下のとおりです。 

 

図 客観指標のカタログ一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域幸福度(Well-Being)指標利活用ガイドブック（デジタル庁・一社スマートシティ・インスティテュート 2025 年 3 月） 
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図 客観指標で指数を構成する内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域幸福度(Well-Being)指標利活用ガイドブック（デジタル庁・一社スマートシティ・インスティテュート 2025 年 3 月） 

 

 

 


